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終了時評価調査結果要約表

１．案件の概要

国名：イラン・イスラム共和国 案件名：テヘラン地震災害軽減プロジェクト

分野：防災 協力形態：技術協力プロジェクト

所轄部署：地球環境部 防災グループ 協力金額（評価時点）：4.61 億円

協力期間

（実績）

2012 年 4 月～2015 年 2 月

（35 ヶ月間）

先方関係機関：テヘラン市総合防災管理局

日本側協力機関：兵庫県、人と防災未来センター

１－１ 協力の背景と概要

イラン・イスラム共和国（以下、「イラン」と記す）の首都テヘラン市（人口約1,100万人）

は、世界でも稀有な地震多発地帯に位置しており、約150年周期で大地震に見舞われている。20
世紀以降、適切な防災システムの準備がなされないままに急激に都市化が進んでおり、ひとたび

大きな地震が発生すれば未曾有の大惨事になることが予想されている。

このような背景のもと、イラン政府の要請を受けて、JICAが実施した「大テヘラン圏地震マイ

クロゾーニング計画調査」（1998年～2000年）により、最大38万人にも及ぶ犠牲者が推定された

ため、JICAは「大テヘラン圏総合地震防災及び管理計画調査」（2002年～2004年）を実施し、地

震災害の予防、緊急対応、復旧・復興の3フェーズにおけるフレームワークの策定と必要なプロ

ジェクトの提案を行っている。

同調査期間中の2003年12月に起こったバム地震において、地震発生直後の緊急対応体制整備の

必要性が強く認識されたため、イラン政府の要請を受けて、JICAは「地震後72時間緊急対応計画

構築プロジェクト」（2007年～2010年）を実施し、緊急対応計画の改善、地震計観測網の整備、

早期被害推定 (QD&LE)システムの構築等を通じて、カウンターパートであるテヘラン市総合防

災管理局 (TDMMO)職員の能力開発を行った。

しかしながら、地震発生直後、テヘラン市は、QD&LEシステムからの地震情報により初動体

制を整え、緊急援助物資の運搬、消防・救急車両の運行のための緊急輸送ネットワーク(ERN)を
確保しなければならないが、実際の災害を想定した具体的な道路管理マニュアルはなく、そのた

めの訓練は行われていない。テヘラン市民は、救助・救援を含むコミュニティ防災活動への市民

の参加が十分ではなく啓発活動があまり進んでいない。また、テヘラン市により、市民教育を効

果的に実施するため防災博物館の建設が計画されているものの、防災展示とそれを利用した防災

教育の経験が全くない。その上、行政及び市民共に地震発生時の効果的な緊急対応のためには、

早期に正確な地震情報を取得することが重要となることから、地震早期警報システムの構築に係

る研究が独自に行われているが、技術的知見が不足しており導入には至っていない。こうした背

景に対応するため、「テヘラン地震災害軽減プロジェクト」がイラン政府から要請され、2012年
4月から2015年2月まで35ヶ月間の予定で実施された。

１－２ 協力内容

（１）プロジェクト目標

道路防災、市民啓発、早期警報の３分野において、テヘラン市の地震災害対応への備えが向上する

（２）成果

成果１ 道路防災関連計画の策定・運用・維持・管理に係る TDMMO の能力が向上する

成果２ コミュニティ防災関連計画の策定・運用・維持・管理に係る TDMMO の能力が向上する

成果３ 先行プロジェクトにより導入された早期被害推定 (QD&LE)システムを含む早期警報関

連計画の策定及びシステムの運用・維持・管理に係る TDMMO の能力が向上する

（３）投入（終了時評価時点）
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【日本側】 
プロジェクト従事者派遣： 16 名（68.33 人月） 
機材供与：   約 158,991 米ドル（約 1739 万円） 
プロジェクト経費負担：  約 1.21 億円 
本邦研修員受入：  15 名 
【イラン側】 
カウンターパート配置：  31 名 
プロジェクト経費負担：  約 1,250,000 米ドル（約 1.37 億円） 
２．評価調査団の概要 

調査者 

氏名 担当 所属 
米林 徳人 総括 JICA 地球環境部 防災グループ 防災第 2 チーム 
土井 ゆり子 評価計画 JICA 地球環境部 防災グループ 防災第 2 チーム 
井田 光泰 評価分析 合同会社適材適所 シニアコンサルタント 

氏名 役職 所属 
Ms. Shabbou 
Vazirpour 

部長 TDMMO 国際部 

Mr. Alireza Sabeti 室長 TDMMO 計画・プログラム室 
Mr. Hamid R Baqtiari 通訳・コーディネーション 

調査期間 2014 年 9 月 10 日～10 月 1 日 評価種類：終了時評価 
３．評価結果の概要 
３－１ 進捗・実績の確認（ ）内は達成度を示す。 
【成果１】 
指標１ ERN の更新(100%) GIS マップが完成。今後 TDMMO が地図を配布する。ERN プロセス

文書を準備中である。 
指標２ ERN 多重計画の作成 (100%) 橋梁、ライフライン、公共交通被害を配慮した GIS マップ

が完成した。 
指標３ ERN 脆弱性評価 (80%) ERN にかかる 18 橋梁調査が完了し、5 橋梁中残り 2 件を詳細

調査中である。 
指標４ ERN 運用計画策定 (90%) 図上訓練を通して計画の実効性検証し、指揮所訓練後に最終

化を図る。 
指標５ 指示書の作成 (90%) ライフランのサービス提供企業向け SOP 案は作成済。企業と協議

し最終化する。 
指標６ セミナーの開催 (80%) これまでに 4 回開催し、今後、終了時セミナーを開催する予定

である。 
指標７ 図上訓練の実施 (100%) 防災想像ワークショップ 1 回、図上訓練 2 回、指揮所訓練 1 回

開催済みである。 
【成果２】 
指標１ 博物館展示計画の策定 (100%) コンセプト、フロアプラン、45 の展示コーナー概要が決

定した。 
指標２ 教育研修マスタープラン (80%) 住民意識調査に沿って体系化し、プログラム（300 科

目）内容を設定した。 
指標３ 博物館運営計画の策定 (80%) 職員業務内容、カレンダーなど全般的な計画作成済で、

今後最終化する。 
指標４ CBDM ツール活用の訓練 (70%) これまでに 3 回済。今後 12 回 W/S を開催し、35 名の
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TOT 講師を育成予定である。 
指標５ 博物館の専門職育成 (25%) 終了までに 13 名の職員に対して ToT 講師育成の研修を実

施予定である。 
【成果３】 
指標１ 地震計網改良計画の作成 (90%) 既存 10 基＋15 基増設の案を作成済で、今後 50 基を想

定して改訂する。 
指標２ EWS の試行 (50%) ソフトウエア開発、システム構築、機能確認が期間内に終了できる

か不確定要素がある。 
指標３ QD&LE のバックアップ (100%) 電話モデルから無線に 1 箇所変更。残りは TDMMO が

対応する予定である。 
指標４ QD&LE 項目追加 (80%) 橋梁、保健施設、瓦礫の被害推定ソフトウエアを開発し試行中

である。 
指標５ 二次被害情報管理警報システム計画 (95%) コンセプトと工程表案を作成した。今後最

終化する。 
指標６ 震度情報システム (90%) 14 の観測点からデータ送信、震度転換、配信可能が可能とな

った。 
 
３－２ 評価結果の要約 
（１）妥当性 

妥当性は非常に高い。プロジェクト目標は国家開発計画とテヘラン市の防災管理計画に沿って

いる。地震リスクの高いテヘラン市の地域は、都市化が急速に進んでおり、地震災害のリスク軽減

の重要性は高まっている。また、日本は地震災害の多さからイランに提供できる経験があり、長年

にわたる両国における同分野における協力の経験からも、日本が支援することに優位性がある。  
（２）有効性 

プロジェクトの有効性は高い。緊急道路ネットワークは実施のための体制・環境作りも含めて

進められており、テヘラン市のコミュニティ防災の総合計画が策定され、参加意欲を高める工夫

がされた研修プログラムが作成された。地震速報は技術的に運用が可能となっているが、早期警

報はプロジェクト期間末まで試行できない可能性がある。 
（３）効率性 

プロジェクトの効率性は高い。これまでに双方の努力により、活動の多くが９割以上の達成状

況にある。しかし、経済制裁や防災博物館の建設予定地の変更などの要因により、一部の成果・活

動の進捗の遅れや期待される成果の範囲・内容に見直しが生じた。 
（４）インパクト（見込み） 

インパクトの見込みは非常に高い。緊急道路ネットワークの策定や早期警報システムの導入な

どの成果は、政府の方針や制度作りに貢献する可能性がある。コミュニティ防災の研修プログラ

ムは他の自治体にも普及する可能性があり、テヘラン市内の小学校などの防災教育の一部として

導入する準備も進められている。そうしたインパクト発現のためにさらに他機関や上位機関に働

き掛けることが重要である。 
（５）持続性（見込み） 

持続性の見込みは高い。プロジェクトで作成した計画文書は、テヘラン市など関連機関により

承認される見込みであり、今後予算化を含めた計画実施を促進する必要がある。組織面、人材面で

の持続性は高い。 
 
３－３ 効果発現に貢献した要因 
 TDMMO のイニシアチブによって、TDMMO のリソースを活用して、プロジェクト成果の普及
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が図られたこと。 
 TDMMO が組織を上げてプロジェクトに取り組み、プロジェクト成果を高いレベルで達成する

ことができた。 
 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 
 プロジェクト開始後、経済制裁が厳しさを増したため機材調達に時間がかかり、一部活動に遅

延が生じた。 
 プロジェクト開始後、テヘラン市が博物館の建設予定地を変更したため、一部活動が見直しと

なった。 
 

３－５ 結論 
政府方針、地震災害リスクの重要性、日本の経験の活用の点から、妥当性は非常に高い。実効性

の高い緊急道路ネットワーク、体系化され実践的な研修プログラム、震度速報の仕組みの導入な

どの点で有効性は高い。一部の活動を除きほぼ当初目的を期間内に終了する予定であるため、効

率性は高い。プロジェクト成果の上位計画への反映、学校教育や他自治体へのコミュニティ防災

の普及・展開が見込まれるため、インパクトの見込みは非常に高い。持続性は高い。プロジェクト

で作成した計画の承認後、実施のためのフォローアップが重要になる。 
 
３－６ 提言（本プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 
（１）TDMMO カウンターパートとプロジェクト従事者への提言 
 成果普及と持続性確保のために、プロジェクト成果とプロセスを文書化すること  
 プロジェクト期間内で完了しない可能性のある早期警報システムの構築については進捗をモ

ニタリングすること 
（２）TDMMO への提言 
 プロジェクトで作成した計画文書がテヘラン市等に承認されるよう働き掛けること 
 関係機関にプロジェクトの成果を普及すること 
 テヘラン市防災管理計画の改訂に着手すること 
 プロジェクト後の持続性確保のために、TDMMO 職員間の情報共有・技術交換を図ること 
 緊急道路ネットワークを関係機関、市民に対して広報すること 
 TDMMO と教育省がテヘラン市内の全小学校に防災教育の導入を検討中のため、覚書の締結な

どで組織間連携を確実にすること 
 早期警報システムの稼働に向けた体制作りを進めること 

 
３－７ 教訓 

特になし。 
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Terminal Evaluation Summary Sheet
1. Outline of the Project
Country: The Islamic Republic of Iran Project Title: The Project for Capacity Building for 

Earthquake Risk Reduction and Disaster 
Management in Tehran

Issue/Sector: Disaster Risk Reduction Cooperation Scheme: Technical Cooperation
Department in charge:
Disaster Risk Reduction Group, Global 
Environment Department

Total Cost：461 Million Japanese yen

Period of 
Cooperation

April 2012 – February 2015
(35 months)

Partner Country’s Implementation Organization: 
Tehran Disaster Mitigation and Management 
Organization (TDMMO)
Supporting Organization in Japan: Hyogo Prefectural 
Government, Disaster Reduction and Human 
Renovation Institute

1-1 Background of the Project
Tehran the capital city of the Islamic Republic of Iran is located at the foot slope of the Alborz 

Mountains. The region has a high seismic potential with many active faults. According to historical 
seismic data, Tehran experienced several strong earthquakes. Prior to the Project, JICA implemented 
the following two development studies and a technical cooperation project: (1) the Study on Seismic 
Micro-zoning of the Greater Tehran Area (1999 – 2000); the Comprehensive Master Plan Study on 
Urban Seismic Disaster Prevention and Management for the Greater Tehran Area (2003 – 2004) and the 
Project on the Establishment of Emergency Response Plan for the first 72 hours after an Earthquake 
(2006 – 2010) (hereinafter referred to as “The Emergency Project”).

The Emergency Project was implemented as one of the priority projects identified by the 
Comprehensive Master Plan as well as reflecting the need for emergency response after the occurrence 
of Bam Earthquake in 2003.

As a result of the assistance, the capacity of TDMMO was very much improved. As the next step, The 
Government of Iran (GOI) requested the Government of Japan (GOJ) to increase the capacity of 
Emergency Road Network (ERN), increase the public understanding and awareness on disaster 
management and upgrade the Quick Damage and Loss Estimation (QD&LE).
1-2 Project Overview
(1) Project Purpose
In the three areas of road disaster management, community disaster management and early warning, 
preparedness for response against earthquake disaster of Tehran Municipality is improved.
(2) Outputs
1. Capabilities of TDMMO for formulation, operation, maintenance and management of plan related

to road management against earthquake disaster are improved.
2. Capabilities of TDMMO for formulation, operation, maintenance and management of plans related

to community-based disaster management against earthquake disaster are improved.
3. Capabilities of TDMMO for formulation of plans related to early warning and operation,

maintenance and management of the system including the QD&LE system installed in the previous
project are improved.

(3) Inputs
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[Japanese side] 
Experts:    16 experts (68.33 M/M) 
Equipment:   158,991 US dollars (17.39 Million Japanese yen) 
Operation cost:   121 Million Japanese yen 
Training in Japan:   15 counterparts 
[Iranian side] 
Assignment of Counterparts: 31 persons 
Operation cost:   1,250,000 US dollars (137 Million Japanese yen) 
2. Terminal Evaluation Team 
Name Team Position Affiliation 
Mr. Norihito Yonebayashi Team Leader Disaster Risk Reduction Team 2, Disaster Risk 

Reduction Group, Global Environment Department, 
JICA 

Ms. Yuriko Doi Evaluation 
Planning 

Disaster Risk Reduction Team 2, Disaster Risk 
Reduction Group, Global Environment Department, 
JICA 

Mr. Kaneyasu Ida Evaluation 
Analysis 

Senior Consultant, Tekizaitekisho LLC  

Name Designation Affiliation 
Ms. Shabbou Vazirpour Head International Affairs, TDMMO 
Mr. Alireza Sabeti  Manager Planning and Program Office, TDMMO 
Mr. Hamid R Baqtiari Interpretation and Coordination 
Period 10/September - 1/October/2014 Type of Evaluation: Terminal Evaluation 
3．Results of Evaluation 
3-1 Progress and achievements of the Project 
(The number in the parenthesis indicates the percentage of progress.)  
[Output 1] 
1. Updating ERN:(100%) GIS map has been prepared and TDMMO will widely distribute the map. 

The Project will conduct process documentation of ERN development for the counterparts.  
2. Redundancy plan for ERN: (100%) GIS map considering bridges, lifelines and different modes of 

traffic has been prepared. 
3. Seismic resistant plan for ERN: (80%) vulnerability assessment was done for 18 b ridges that are 

located on and/or near ERN. Detailed study on five of them is underway to incorporate in the Plan.  
4. O&M plan for ERN: (90%) The Plan was developed and verified through DIG, TTX and CPX.  
5. Drafting SOP for ERN: (80%) Five SOPs were drafted for lifeline companies. They will be 

consulted and finalized by the end of the project duration.  
6. Organizing seminars: (80%) Four seminars were organized for presenting outputs of the Project. 

The final seminar is scheduled at the end of the project duration.  
7. Organizing DIG: (100%) One DIG, two TTXs and one CPX were organized, participated in by 

relevant organizations. 
[Output 2] 
1. Exhibition plan of museum: (100%) The concept of the museum and the floor plan including 

exhibition corners were developed. 
2. Improvement of Master Plan for Education and Training: (80%) Based on social survey results, the 
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Master Plan was improved and the training program was developed.  
3. O&M Plan of museum (80%) The Plan including job descriptions and the calendar was prepared.  
4. Workshops on CBDM (70%) Eight TDMMO staff members are being trained to act as TOT trainers.  
5. Staff training for museum (25%) 13 staff members will be trained for educational activities at the 

museum. More specific training would be conducted six months prior to the opening of the museum 
in 2018. 

[Output 3] 
1. Installation Plan of Seismographs: (90%) The Plan was developed for 25 seismographs. 25 more 

seismographs will be included in the Plan.  
2. Installation of pilot EWS: (50%) The development is at its last stage. Yet, it may take 3 – 4 months 

to develop software, install and test the system. 
3. Installation of backup line for QD&LE (100%) A wireless line was installed between a monitoring 

station and TDMMO. TDMMO will install the line for other monitoring stations.  
4. Addition of items to QD&LE: (80%) Three new items (damages to bridges, health facilities and 

debris) were added to the existing QD&LE. These items are under final testing.  
5. Planning a post-earthquake information system: (95%) The framework and schedule was prepared 

for the development of post-earthquake information system.  
6. Installation of seismic intensity information system: (90%) The system is almost complete, 

technically able to transmit data from 14 monitoring stations to TDMMO, translate data into 
intensity and send information on-line to relevant organizations. 

3-2 Summary of Evaluation Results 
(1) Relevance 

The relevance is very high. The Project’s objectives are supported by the National Development Plan 
and the policy for Tehran Municipality. The Project also responds to the needs of residents of Tehran 
for earthquake risk reduction. It is valid for Japan to support the sector because it’s experience in disaster 
management and a long-lasting relationship between both sides.  
(2) Effectiveness  

The effectiveness is high. The development of operational and functional ERN, the development of 
the Master Plan and the training program that can be applied for CBDM and the installation of seismic 
intensity early warning system have been almost completed.  
(3) Efficiency 

The efficiency is high. The Project has mostly completed activities and outputs for output 1 and 2, yet 
it is not yet certain whether EWS under output 3 can be completed by the end of the Project duration. 
Training in Japan was particularly effective to inspire the counterparts to take actions when they 
returned to Iran. 
(4) The prospect of impact 

The prospect of impact is very high. There are many opportunities and scopes to scale up the Project ’s 
outputs such as EWS and ERN at the national level. The project’s outputs such as training program for 
CBDM and disaster education can be further rolled out to other municipalities and schools.  

(5) The prospect of sustainability 
The prospect of sustainability is high. All the plans developed by the Project will be adopted by 

respective organizations. The organizational and personnel sustainability is high. TDMMO needs to 
promote the plans to respective agencies to secure a budget for implementation.  
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3-3 Promoting Factors 
• TDMMO took good initiative to mobilize their resources to expedite project activities.  
• TDMMO showed a strong sense of ownership of the project and diligently engaged in all aspects of 

the Project. 
3-4 Inhibiting Factors 
• The economic sanction that had been increasingly stringent since 2011 affected the implementation 

of the Project, particularly for the procurement of inputs.  
• The change of the site for the construction of the disaster management museum in the course of 

project implementation caused delay in the development of the exhibition plan and the O&M plan.  
3-5 Conclusions 

The relevance is very high as the Project is in alignment with government policy and the needs for 
earthquake risk reduction, and also it can utilize Japanese experience in earthquake risk reduction. The 
Project’s effectiveness is high. The operational ERN, the comprehensive training program and the 
seismic intensity information system are developed as expected. The Project ’s efficiency is high. The 
Project almost completed the planned activities except the EWS due to delay of equipment. Because the 
Project’s outputs would likely contribute to policy-making at the national level and also roll out to other 
municipalities and schools, the prospect of impact is judged to be very high. The prospect of 
sustainability is high because the plans developed by the Project will be officially approved and put into 
implementation in due course. 
3-6 Recommendations 
(1) To TDMMO counterparts and the Japanese expert team 
• To compile the Project’s outputs for distribution 
• To monitor progress of the installation of EWS 
(2) To TDMMO 
• To ensure that all the plans developed by the Project would be officially approved by respective 

agencies 
• To promote the Project’s outputs to other relevant organizations for scale-up 
• To take the initiative to revise the Tehran Disaster Management Master Plan and incorporate the 

Project’s outputs 
• To encourage information sharing and exchange of technologies among TDMMO staff  
• To conduct PR on ERN 
• To strengthen the relationship with the Ministry of Education to implement disaster education at 

primary schools in Teheran 
• To set up a separate unit in TDMMO and collaborate with other research institutes to make EWS 

operational 
3-7 Lessons Learned 
None in particular 
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第１章 プロジェクトの概要

プロジェクトの内容 

１－１－１ 背景

イラン・イスラム共和国（以下、「イラン」と記す）の首都テヘラン市（人口約 1,100 万人）

は、世界でも稀有な地震多発地帯に位置しており、約 150 年周期で大地震に見舞われている。

20 世紀以降、適切な防災システムの準備がなされないままに急激に都市化が進んでおり、ひと

たび大きな地震が発生すれば未曾有の大惨事になることが予想されている。  

このような背景のもと、イラン政府の要請を受けて、JICA が実施した「大テヘラン圏地震マ

イクロゾーニング計画調査」（1998 年～2000 年）により、最大 38 万人にも及ぶ犠牲者が推定さ

れたため、JICA は「大テヘラン圏総合地震防災及び管理計画調査」（2002 年～2004 年）を実施

し、地震災害の予防、緊急対応、復旧・復興の 3 フェーズにおけるフレームワークの策定と必

要なプロジェクトの提案を行っている。 

同調査期間中の 2003 年 12 月に起こったバム地震において、地震発生直後の緊急対応体制整

備の必要性が強く認識されたため、イラン政府の要請を受けて、JICA は「地震後 72 時間緊急

対応計画構築プロジェクト」（2007 年～2010 年）を実施し、緊急対応計画の改善、地震計観測

網の整備、早期被害推定 (QD&LE)システムの構築等を通じて、カウンターパートであるテヘラ

ン市総合防災管理局 (TDMMO)職員の能力開発を行った。また、同プロジェクトの終了間際に、

TDMMO 敷地内に QD&LE システムを導入した緊急対応指令本部が建設され、地震発災時の緊

急対応体制の枠組みとその施設が準備された。 

しかしながら、地震発生直後、テヘラン市は、QD&LE システムからの地震情報により初動体

制を整え、緊急援助物資の運搬、消防・救急車両の運行のための緊急輸送路を確保しなければ

ならないが、実際の災害を想定した具体的な道路管理マニュアルはなく、そのための訓練は行

われていない。また、高速道路の整備状況を考慮しつつ、2002 年以降、数年毎に緊急輸送路が

更新されているが、緊急時の道路状況を考慮したものとなっていない。一方、テヘラン市民は、

メディア等による地震情報によって災害の大きさを判断し、行政が災害対応するまでの間、各

自で防災行動をとらなければならないが、救助・救援を含むコミュニティ防災活動への市民の

参加が十分ではなく啓発活動があまり進んでいない。また、テヘラン市により、市民教育を効

果的に実施するため防災博物館の建設が計画されているものの、防災展示とそれを利用した防

災教育の経験が全くない。その上、行政及び市民共に地震発生時の効果的な緊急対応のために

は、早期に正確な地震情報を取得することが重要となることから、地震早期警報システムの構

築に係る研究が独自に行われているが、技術的知見が不足しており導入には至っていない。  

こうした背景に対応するため、「テヘラン地震災害軽減プロジェクト」がイラン政府から要請

され、2012 年 4 月から 2015 年 2 月まで 35 ヶ月間の予定で実施された。 
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なお、本プロジェクトは、「大テヘラン圏総合地震防災及び管理計画調査」で特定された 15
の優先プロジェクトのうち５つのプロジェクトに対応している。15 プロジェクトの概要と JICA
プロジェクトによる対応状況は以下の通りである。 

「大テヘラン圏総合地震防災及び管理計画調査」による優先プロジェクト

No. プロジェクト名 プロジェクトの内容 実施状況 
1 公共施設の耐震対策 耐震構造の標準化と評価  
2 民間施設の耐震対策 民間企業が耐震対策を取るための補助

金制度の導入 
 

3 耐震対策の促進・広報 
 

在来・伝統的な建物についての調査、国

家レベルの対策委員会の設立、建設許可

制度の導入とその分野における TDMMO
の能力強化 

 

4 テヘラン市街地の再開発 災害リスクのゾーニング  
5 避難所の整備 緊急避難計画とマニュアルの作成 「72 時間プロジェ

クト」で実施 
6 道路・橋梁の緊急時のネッ

トワーク 
緊急道路ネットワーク 本プロジェクトの

成果１で対応 
7 給水システムの強化 緊急時の対策づくり  
8 ガス配給制御システムの中

央管理 
供給施設とネットワークの補強、制御バ

ルブと震度計の設置、システムの管理と

研修 

 

9 防災教育の促進 モデルスクールを通した防災教育 本プロジェクトの

成果２で対応 
10 コミュニティ防災の促進 モデルコミュニティの選定 本プロジェクトの

成果２で対応 
11 TDMMO の能力強化 災害リスク軽減・防災管理の人材育成 「72 時間プロジェ

クト」で実施 
12 緊急時の交通規制 交通規制のための交通事前調査 本プロジェクトの

成果１で対応 
13 災害情報・コミュニケーシ

ョンネットワークの強化 
既存のネットワークの調査と改善案の

提案 
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成果１ 道路防災関連計画の策定・運用・維持・管理に係るTDMMOの能力が向上する。 
成果２ コミュニティ防災関連計画の策定・運用・維持・管理に係るTDMMOの能力が向上する。 
成果３ 先行プロジェクトにより導入された早期被害推定 (QD&LE)システムを含む早期警報関

連計画の策定及びシステムの運用・維持・管理に係るTDMMOの能力が向上する。 
 

詳細な概要は付属資料 Annex 1 の PDM（英語版）を参照。 

終了時評価の目的 

終了時評価の目的は以下の通りである。 

(1) プロジェクト開始に関する両政府の合意文書  (R/D)、プロジェクトのフレームワーク 
(PDM)、プロジェクト実施計画表 (PO)に基づき、プロジェクトの進捗・実績を確認するこ

と。 

(2) プロジェクトの促進・阻害要因を把握すること。 

(3) 5 項目の視点（後述）に基づき、プロジェクトを評価すること。 

(4) プロジェクト実施者に対して残りの協力期間で取るべき措置について提言を行うこと。  

終了時評価メンバー 

イラン側 
氏名 役職 所属 
Ms. Shabbou Vazirpour 国際部 部長 TDMMO 
Mr. Alireza Sabeti 計画・プログラム室 室長 TDMMO 

 
日本側 
氏名 担当 所属 
米林 徳人 総括 地球環境部 防災グループ 防災第 2 チーム 
土井 ゆり子 評価計画 地球環境部 防災グループ 防災第 2 チーム 
井田 光泰 評価分析 合同会社 適材適所 

Mr. Hamid R Baqtiari（通訳・コーディネーション） 

評価スケジュール 

終了時評価調査は、2014 年 9 月 10 日から 10 月 1 日のスケジュールで実施された。詳細な日程

は付属資料 Annex 2 の終了時評価日程を参照。 

評価方法 

終了時評価調査チームは、既存資料のレビュー、TDMMO、専門家等、プロジェクトに関連す

る国際機関 (UNDP)、中央政府 (SPAC、MDMO)、プロジェクトの実施した避難訓練などの活動に

参加したテヘラン市関係者、NGO、ボランティアを通して情報を収集した。その後、プロジェク

トの実績と実施プロセスを把握し、５項目評価を行った。なお、本調査期間中、テヘラン市の関
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係機関（交通管理センターなど）は調整がつかず面談できなかった。具体的な内容は以下の通り

である。 

(1) プロジェクトの実績 
日本側・イラン側双方による投入実績、活動実績、成果実績、プロジェクト目標と上位目標の

達成状況を、PDM および PO に沿って把握した。

(2) 実施プロセス 
プロジェクトの実施プロセスを、マネジメントの方法、技術移転の方法、意思決定の方法、先

方機関のオーナーシップ等の観点からレビューし、合わせて促進要因、阻害要因を把握した。  

(3) ５項目評価 
５項目評価の各視点は以下の通り。 

項目評価

評価項目 評価の視点

妥当性

イラン政府と受益者のニーズに対するプロジェクトの上位目標とプロジェク

ト目標の整合性・妥当性を見る視点。プロジェクトのアプローチが問題解決

や先方政府の戦略に合致しているか、日本の ODA として妥当かどうか見る

視点。

有効性

計画された目標がプロジェクトによってどの程度達成されたかを見る視点。

また、PDM で明記されていなくてもプロジェクトによる直接の効果として認

められる事項。

効率性
投入に対してどの程度成果が上がったか、どの程度効率的にプロジェクトが

実施されたのかを見る視点。

インパクト
プロジェクト実施による直接的あるいは間接的なプラス・マイナスのインパ

クトを見る視点。特に、プロジェクトの上位目標への貢献度を見る視点。

自立発展性

カウンターパート機関によるプロジェクト成果の持続性を見る視点。プロジ

ェクトは実施中のため、技術、財政、組織・体制面の現状に照らして、プロ

ジェクト終了後の持続性の見込みを判断する視点。
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第２章 プロジェクトの実績

投入 

２－１－１ 日本側

(1) 専門家（コンサルタント）派遣 
合計 68.33 月・人分の専門家が派遣された。投入量の内訳は、成果１が 15.17 月・人、成果２

が 17.07 月・人、成果３が 26.47 月・人であった（総括・副総括の月・人除く）。専門家の派遣

は、ほぼ計画通りであった。専門家のリストは付属資料 Annex 3 を参照。 

専門家派遣実績

指導分野 人数 
合計月数 (M/M) 
2014 年 8 月時点 

総括・防災リスク管理 1 1.83 
副総括・防災リスク管理 1 3.30 
副総括・道路ネットワーク管理 1 4.50 
橋梁耐震診断・耐震補強 1 4.17 
建築物耐震 1 3.00 
都市災害管理 1 4.00 
ライフライン災害管理 1 4.00 
博物館企画 1 4.17 
展示デザイン 1 3.43 
コミュニティ防災 1 4.17 
防災教育 1 5.30 
地震計ネットワーク 1 4.07 
早期警報システム 1 8.97 
GIS データベース・ソフトウエア 1 7.97 
通信システム 1 4.23 
業務調整・早期警報システム補助 1 1.23 
合計 16 68.33 

(情報提供：専門家チーム) 

プロジェクトでは、GIS、統計、フィールド調査などでは下表の通り、イラン国内の専門家や

調査員を活用した。 

現地専門家・調査員の活用実績

専門家・調査員 人数 
合計月数 (M/M) 
2014 年 8 月時点 

GIS エンジニア 1 5.27 
フィールド調査主任 1 1.33 
フィールド調査助手 11 12.83 
統計専門家（社会調査の統計分析） 1 0.67 
合計 14 20.10 
(情報提供：専門家チーム) 
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(2) 本邦研修 
合計 15 名の TDMMO 職員とテヘラン市役所の職員が本邦研修に参加した。研修は 3 回開催

され、各研修は成果別に約 2 週間実施された。主な研修・視察先は下表で示す通りである。研

修参加者のリストは付属資料 Annex 4 を参照。 

本邦研修の実績

研修 研修内容・視察先 
参加

人数 
期間 

1 回目 

早期警報システム（成果３） 
気象庁、防災科学技術研究所、工学院大学、東北大学、

気仙沼市、港区、NTT、神戸市水道局、神戸市危機管理

センター、兵庫県、NHK、国立災害医療センター、人と

防災未来センターなど 

5 

14 日間 
2012 年 12 月 9 – 
22 日 

2 回目 

道路ネットワーク管理（成果１） 
兵庫県、兵庫耐震工学研究センター、三木総合防災公園、

NEXCO 西日本、大阪ガスエンジニアリング（株）、石巻

市、警察庁、関東地方整備局東京道路事務所など 

5 

15 日間 
2014 年 2 月 21
日 – 3 月 7 日  

3 回目 

防災教育・防災博物館（成果２） 
仁川地すべり資料館、人と防災未来センター、北淡震災

記念公園、石巻市、江戸東京博物館、東京臨海広域防災

公園、防災科学研究所など 

5 

15 日間 
2014 年 2 月 20
日 – 3 月 7 日 
 

合計 15 44 日間 
(出所：研修実施報告書) 

 
(3) 機材供与 

158,991 米ドル相当の機材が供与された。 1 主要機材は、地震計（4基〜144,071 米ドル相当）、 

GIS software (Arc View)、GIS software (Spatial Analyst)、GIS software (Network Analyst)、A3 カ

ラープリンター、多機能プリンター、コンピュータ等である。機材リストは付属資料 Annex 5
を参照。 

(4) プロジェクト経費負担 
2014 年 8 月時点で、総額で 1.21 億円がプロジェクトの運営・実施のために投入された。主な

投入は、現地傭人費、専門家の旅費・交通費、本邦研修経費等であった。プロジェクト経費の

内訳は下表の通りである。 

プロジェクト経費の内訳

No 科目 金額 (US$) 
1 航空券、 日当・宿泊代（専門家） 875,412 
2 現地職員給与 64,295 
3 消耗品 1,804 
4 通信・運搬費 538 
5 文書作成費 6,190 

                                                         
1 1 US $ = 108.93 (2014 年 9 月 23 日) 
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6 車両代 39,560 
7 その他の支出 506 
8 現地再委託費 25,956 
9 機材費2 158,991 

10 本邦研修経費（成果３） 16,399 
11 本邦研修経費（成果１＆２） 21,288  

合計 1,210,939 
(情報提供：専門家チーム) 

(5) セミナー・ワークショップ 
成果１については 3 回のセミナーが開催され、TDMMO とテヘラン市の関係部局が参加した。

また、DIW、TTX などの図上訓練ワークショップには、テヘラン市の交通警察、警察署、メト

ロなど関係機関が参加している。成果２については、内部向け、外部向けのセミナーを 1 回ず

つ開催し、防災意識についての社会調査結果や防災博物館の進捗状況について発表している。 

セミナー・ワークショップの開催実績

成果 日時 セミナー・ワークショップのタイトル 
参加者数 

( ) 内は参加人数 
期間 

(日数) 
成果１ 2012 年 6 月 第 1 回セミナー 

 東日本大震災の教訓 
 日本における橋梁の耐震補強とテヘ

ランの橋梁の脆弱性 
 ライフラインの脆弱性と改善策 

TDMMO (30)、テヘラン

市 (10)、警察・交通警察 
(3)、IUST (3) 

0.5 

2013 年 4 月 第 2 回セミナー 
 テヘラン市の緊急道路ネットワーク

の改善のための日本の方針・制度 
 プロジェクトの進捗と成果紹介 

TDMMO (30)、テヘラン

市 (10)、警察・交通警察 
(3)、IUST (3) 

0.5 

2013 年 4 月 DIW TDMMO (10) 0.1 
2013 年 10 月 第 3 回セミナー 

 プロジェクトの成果紹介 
 地震とメトロ 
 震災後のライフラインへのインパ

クト 
 他国における震災後の交通 
 橋梁の耐震設計、仕様、補強 
 震災前後の交通施設の検査と維持

管理 

TDMMO (30)、テヘラン

市 (10)、警察・交通警察 
(3)、IUST (3) 

0.5 

2014 年 1 月 UNDP-JICA 合同セミナー 
「地震災害のリスク軽減」 

30 名 (UNDP、NDMO、 
IRIB、大学関係者、テヘ

ラン市) 

1.0 

2014 年 2 月 緊急道路ネットワーク確保のための図

上訓練 (TTX) 
TDMMO (10)、テヘラン

市 (10)、警察・交通警察 
(2)、メトロ (2) 

0.5 

成果２ 2013 年 2 月 防災博物館の計画と運営についての特

別セミナー（Dr. Mayumi Sakamoto） 
TDMMO (15) 0.5 

                                                         
2 JICA イラン事務所が直接調達した地震計 4 基を含む。 
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2013 年 12 月 社会調査結果発表セミナー 40 名  (TDMMO、区役

所、市社会福祉局、市都

市計画局、市文化局、

IIEES、赤新月社、NGO、

大学関係者等) 

0.5 

2013 年 12 月 プロジェクト進捗発表セミナー 110 名 (TDMMO、区役

所、UNDP、市民防衛局、

消防署、市社会局、市交

通局、市水道局、赤新月

社、病院協会、橋梁会社、

バス会社、タクシー協

会、空港、その他) 

0.5 

2012 年 11 月 日本の類似計画に関するマスタープラ

ンと事例の改訂のためのワークショッ

プ 

TDMMO (3) 0.5 

2012 年 11 月、 
2013 年 1 月、 
2 月 

防災教育の事例と教育カリキュラムの

検討ワークショップ 
TDMMO (3) 3.0 

2013 年 1 月、 
2 月 

防災教育の実施方法についての検討ワ

ークショップ 
TDMMO (3) 1.0 

2013 年 10 月 実践的学習ツール検討のワークショッ

プ 
TDMMO (3) 1.0 

2013 年 11 月 避難訓練のシナリオ、実施準備、評価方

法に関するガイドライン検討のための

ワークショップ 

TDMMO (3) 1.0 

2013 年 2 月 イランにおける被災者の声と教訓を収

集するためのワークショップ 
TDMMO (6) 1.0 

 合計 388 12.1 
(情報提供：専門家チーム) 

２－１－２ イラン側

(1) カウンターパートの配置 
TDMMO の職員数 150 名のうち、2014 年 9 月時点で 31 名がカウンターパートとして配置さ

れている。プロジェクト開始からカウンターパートの構成について大きな変化はないが、プロ

ジェクト期間を通して 37 名がカウンターパートとして配置され、そのうち 6 名が外れるなど、

比較的職員の離職率が高かった。3 また、プロジェクト・マネージャーのポストが確保されず、

成果２と３のリーダーが正式に任命されていない期間があり、会議開催や活動レベルの意思決

定を行う上で支障が生じた。カウンターパートのリストは付属資料 Annex 6 を参照。 

カウンターパートの配置状況

担当部署 カウンターパートの人数 部署名 
プロジェク

トの運営 
3 名 (プロジェクトディレクタ

ー2 名とコーディネータ 1 名) 
 

                                                         
3 TDMMO は組織上の特徴として、元々正規職員が少なく、契約ベースの職員が多い。 
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2013 年 12 月 社会調査結果発表セミナー 40 名  (TDMMO、区役

所、市社会福祉局、市都

市計画局、市文化局、

IIEES、赤新月社、NGO、

大学関係者等) 

0.5 

2013 年 12 月 プロジェクト進捗発表セミナー 110 名 (TDMMO、区役

所、UNDP、市民防衛局、

消防署、市社会局、市交

通局、市水道局、赤新月

社、病院協会、橋梁会社、

バス会社、タクシー協

会、空港、その他) 

0.5 

2012 年 11 月 日本の類似計画に関するマスタープラ

ンと事例の改訂のためのワークショッ

プ 

TDMMO (3) 0.5 

2012 年 11 月、 
2013 年 1 月、 
2 月 

防災教育の事例と教育カリキュラムの

検討ワークショップ 
TDMMO (3) 3.0 

2013 年 1 月、 
2 月 

防災教育の実施方法についての検討ワ

ークショップ 
TDMMO (3) 1.0 

2013 年 10 月 実践的学習ツール検討のワークショッ

プ 
TDMMO (3) 1.0 

2013 年 11 月 避難訓練のシナリオ、実施準備、評価方

法に関するガイドライン検討のための

ワークショップ 

TDMMO (3) 1.0 

2013 年 2 月 イランにおける被災者の声と教訓を収

集するためのワークショップ 
TDMMO (6) 1.0 

 合計 388 12.1 
(情報提供：専門家チーム) 

２－１－２ イラン側

(1) カウンターパートの配置 
TDMMO の職員数 150 名のうち、2014 年 9 月時点で 31 名がカウンターパートとして配置さ

れている。プロジェクト開始からカウンターパートの構成について大きな変化はないが、プロ

ジェクト期間を通して 37 名がカウンターパートとして配置され、そのうち 6 名が外れるなど、

比較的職員の離職率が高かった。3 また、プロジェクト・マネージャーのポストが確保されず、

成果２と３のリーダーが正式に任命されていない期間があり、会議開催や活動レベルの意思決

定を行う上で支障が生じた。カウンターパートのリストは付属資料 Annex 6 を参照。 

カウンターパートの配置状況

担当部署 カウンターパートの人数 部署名 
プロジェク

トの運営 
3 名 (プロジェクトディレクタ

ー2 名とコーディネータ 1 名) 
 

                                                         
3 TDMMO は組織上の特徴として、元々正規職員が少なく、契約ベースの職員が多い。 

 

－9－ 

成果１ 9 名 総裁アドバイザー (1)、災害リスク軽減部 
(7)、教育住民参加部 (1) 

成果２ 10 名 災害リスク軽減部 (6)、教育住民参加部 (4) 
成果３ 9 名 災害リスク軽減部 (6)、災害対策・対応部 

(1)、情報技術室 (2) 
合計 31 名  

(情報提供：TDMMO) 

 

(2) プロジェクト経費負担 
TDMMO は、プロジェクトに関連する活動に、1,250,000 米ドル相当の予算を活用した。 

(3) 執務スペース 
TDMMO は、プロジェクト事務所設置、電話・インターネット環境の提供、光熱費の負担な

どの支援を行った。 

(4) セミナー・ワークショップの開催 
日本側の経費負担によるセミナー・ワークショップ以外にも、TDMMO が独自セミナー等を

開催している。その概要は下表通り。 

プロジェクトに関連して が開催したセミナー・ワークショップの開催実績

成果 日時 セミナー・ワークショップのタイトル 
参加者 

( ) 内は人数 
期間 

(日数) 
成果１ 2014 年 5 月 TTX  TDMMO (10)、テヘラン市 

(10) 
0.5 

成果３ 2012 年 早期警報システムとプロジェクト紹介 関連機関  ( 約 50 名 )、
TDMMO (5) 

1.0 

2012 年 6 月 緊急対応における通信システムとライ

センス 
イランの通信管理機関 
(3)、TDMH (1)、TDMMO 
(1) 

1.0 

2012 年 日本の防災管理（人と防災未来センタ

ー岡本氏の講演） 
約 100 名 1.0 

2012 年 11 月 通信システムについて テヘラン市通信情報局 
(5)、TDMH (1)、TDMMO 
(2) 

1.0 

2013 年 2 月 3G モバイルネットワークによる通信シ

ステムについて 
RighTel 会社  (5)、TDMH 
(1)、TDMMO (2) 

1.0 

2013 年 4 月 400 MHz バンドの許可を利用した通信

システムについて 
Patsa Sanat 通信会社 (1)、 
TDMH (1)、TDMMO (1) 

1.0 

2013 年 4 月 5.8 GHz フリーバンド Sepid Negar 通信会社 (1)、
TDMH (1)、TDMMO (1) 

1.0 

2014 年 2 月 交通と避難ルート状況に関する地震発

生後の二次被害情報警報システム 
市交通局交通管制センタ

ー (8)、TDMMO (2) 
1.0 

2014 年 5 月 交通警察に関する地震発生後の二次被

害情報警報システム 
交通警察署交通管制セン

ター (3)、TDMMO (2) 
1.0 

2014 年 5 月 燃料タンクに関する地震発生後の二次

被害情報警報システム 
燃 料 配 給 会 社  (2) 、

TDMMO (3) 
1.0 
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2014 年 7 月 区レベルの交通と避難ルート状況に関

する地震発生後の二次被害情報警報シ

ステム 

市交通局第 4 区交通管制

センター (2)、TDMMO (2) 
1.0 

2014 年 7 月 QDLE の建設物データベース テヘラン市地理情報通信

技術機関 (4)、TDMMO (2) 
1.0 

2014 年 8 月 QDLE の建設物データベース テヘラン市地理情報通信

技術機関 (6)、TDMMO (4) 
1.0 

(情報提供：TDMMO) 
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2014 年 7 月 区レベルの交通と避難ルート状況に関

する地震発生後の二次被害情報警報シ

ステム 

市交通局第 4 区交通管制

センター (2)、TDMMO (2) 
1.0 

2014 年 7 月 QDLE の建設物データベース テヘラン市地理情報通信

技術機関 (4)、TDMMO (2) 
1.0 

2014 年 8 月 QDLE の建設物データベース テヘラン市地理情報通信

技術機関 (6)、TDMMO (4) 
1.0 

(情報提供：TDMMO) 
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活動実績 
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成
果

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
の

実
績

 

指
標

 (
成
果
１

) 
到
達
度

 
進
捗
、
実
績
、
残
り
期
間

の
対
応

 
1.

1.
 緊

急
道

路
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
が

更
新

さ
れ

る
。

 
10

0%
 

• 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
、
緊
急
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の

概
要
（
時
間
、
空
間
、
関
係
機
関
な
ど
）
決
定
、
日

本
や

そ
の
他
の
国
で
の
経
験
調
査
、
比
較
・
決
定
方
法
の

検
討
、
道
路
管
理
に
影
響
を
与
え
る
要
因
調
査
、
必

要
な

デ
ー
タ
の
決
定
、
重
要
な
施
設
（
緊
急
オ
ペ
レ
ー
シ

ョ
ン
セ
ン
タ
ー
、
避
難
エ
リ
ア
、
消
防
署
な
ど
）
位

置
の

設
定
、
道
路
の
キ
ャ
パ
シ
テ
ィ
と
制
約
要
因
の
検
討

、
既
存
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
更
新
、
新
規
緊
急
道
路

ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
の
決
定
、
既
存
の

G
IS
へ
の
追
加
を
行
っ
た
。

 
• 

緊
急
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
影
響
す
る
要
因
を
詳
細

に
検
討
し
た
た
め
、
緊
急
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
作

成
は

若
干
遅
れ
が
生
じ
た
が
、

20
14

年
1月

に
最
終

化
さ
れ
た
。

 
• 

最
終
成
果
品
は

G
IS
マ
ッ
プ
と
し
て
提
供
さ
れ
る
。
ま
た
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
、
こ
れ
ま
で
の
プ
ロ
セ
ス
を
文

書
化
し
、
各

活
動
の

成
果
品
を

併
せ
て

、
参
考
資

料
と
し
て

TD
M

M
O
に
提

供
す
る

予
定
で
あ

る
。
ま

た
、
策

定
さ
れ
た
緊

急
道
路

ネ
ッ
ト
ワ

ー
ク
の

広
報
の
た

め
、

TD
M

M
O
は
表
示
板

、
パ
ン

フ
レ
ッ
ト

、
プ
ロ

モ
ー
シ

ョ
ン
ビ
デ
オ
を
作
成
中
で
あ
る
。

 
1.

2.
 緊

急
道

路
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク

の
冗
長

計
画

が

策
定
さ
れ
る
。

 
10

0%
 

• 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
、
緊
急

道
路

の
多
重
・
代
替
ル

ー
ト
の
決
定
方
法
と
緊
急
時
に
活
用
で
き
る

多
重
・

代
替

ル
ー
ト
を
検
討
し
た
。
そ
の
後
、
緊
急
道
路
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
へ
の
障
害
や
被
害

を
想
定

し
、
ラ
イ
フ
ラ
イ

ン
と

橋
梁
へ
の
障
害
・
被
害
を
分
析
し
た
。
そ
の
後
、
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、

多
重
・
代
替
ル
ー
ト
の
た
め
に
利

用
可

能
な
空
路
、
鉄
道
、
地
下
鉄
を
検
討
し
、
緊
急
道
路

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の

多
重
・
代
替
ル
ー
ト
を
決
定
し
、

収
集

し
た
デ
ー
タ
を
含
め
既
存
の

G
IS
に
加
え
た
。

 
1.

3.
 緊

急
道

路
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク

の
耐
震

計
画

が

策
定
さ
れ
る
。

 
80

%
  

• 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

緊
急

道
路

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
ラ

イ
フ

ラ
イ

ン
被

害
に

つ
い

て
日

本
や

他
国

の
経

験
を

調
査

し
、
必
要
な
デ
ー
タ
を
決
め
、
橋
梁
、
歩
道
橋
、
ト

ン
ネ
ル
な
ど
の
施
設
、
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
施
設

（
給
水

、
ガ

ス
、
電
気
、
電
話
、
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
）
、
建
物
、
そ

の
他
の
緊
急
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
か
か
る
重
要
な

施
設

に
つ
い
て
調
査
し
た
。
そ
の
後
、
運
輸
交
通
施
設
、

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
施
設
、
そ
の
他
の
施
設
の
地
震
に
よ

る
脆

弱
性
評
価
の
方
法
を
検
討
し
、
代
替
ル
ー
ト
の
必
要
性
を
検
討
し
、
既
存
の

G
IS
に
追
加
し
た
。

 
• 

地
震
に
よ
る
脆
弱
性
評
価
は

全
て
の
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
に
つ
い
て

H
A

ZU
S手

法
を
活
用
し
実
施
し
た
。
ま
た

、
対

象
28

0の
橋

梁
の

う
ち

39
の

橋
梁

に
つ

い
て

 H
A

ZU
S手

法
と

カ
タ

ヤ
マ

手
法

を
活

用
し

て
評

価
を

行
っ
た

。
 

さ
ら
に
、

39
の
橋
梁
の
う
ち

18
に
つ
い
て
は
詳
細
な
評
価
を
行
っ
た
。

 
• 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
、

日
本
や
地
震
の
多
い
国
の
基

準
と
比
較
し
な
が
ら
、
イ
ラ
ン
に
お
い
て

新
規
に
建

設
さ

れ
る

構
造
物
の
耐
震
設
計
の
基
準
と
既
存
施
設
の
強

化
基
準
に
つ
い
て
調
査
し
、
イ
ラ
ン
に
必
要
な
構
造

物
の

耐
震
強
化
に
つ
い
て
提
言
を
ま
と
め
た
。
ま
た
、
イ

ラ
ン
で
す
で
に
実
施
さ
れ
て
い
る
耐
震
方
法
と
導
入

可
能

な
方
法
を
検
討
し
た
。
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• 
多
重

・
代
替
ル
ー
ト
を
含
む
緊
急
道
路
ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク
の
脆
弱
性
評
価
と
緊
急
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
耐

震
計

画
は
作
成
中
で
あ
る
。
現
時
点
で
、

1回
目
の
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
が
完
了
し
た
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
緊
急
道
路
ネ

ッ
ト
ワ
ー
ク
に
関
連
す
る
橋
梁
を
分
類
し
、
５
つ
の

代
表
的
な
タ
イ
プ
の
橋
梁
を
選
定
し
、
そ
れ
ら
に
つ

い
て

詳
細
計
画
を
実
施
中
で
あ
る
。

調
査
結
果
は
、
耐
震

計
画
の
策
定
と
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
企
業
へ
の
指
示
書
案

作
成

に
活
用
す
る
。

20
15
年

2月
末
ま
で
に
橋
梁
の

耐
震
計
画
案
が
完
了
す
る
予
定
で
あ
る
。

 
• 

テ
ヘ
ラ
ン
市
土
木
技
術
部
は
今
年
度
か
ら
橋

梁
の
補

強
工
事
を
進
め
て
い
る
。
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
同
部

に
耐

震
計
画
を
説
明
し
て
お
り

、
同
部
が
補
強
す
る
橋
梁
の
優
先
度
を
検
討
す
る
上
で
の
資
料
と
さ
れ
る
。

 
1.

4.
 緊

急
道

路
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク
の

維
持
管

理
計

画
が
策
定
さ
れ
る
。

 
90

%
 

• 
専
門
家
チ
ー

ム
は
日

本
の
自
治

体
の
計

画
書

等
を

提
供
し
、

TD
M

M
O
の
カ

ウ
ン
タ

ー
パ
ー
ト

が
専
門

家
の
助

言
を
受
け
な
が
ら
、

緊
急
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
の
維

持
管
理
計
画
案
を
作
成
し
た
。

同
計
画
に
基
づ
き
、

G
IW

（
1回

）
、

TT
X（

2回
）
、

CP
X（

1回
）
を
実
施
し
、
そ
の
有
効
性
の
検
証
と
改
善
を
図
っ
て
き
た
。

20
14
年

9月
に
実
施
し
た

CP
X
の
結
果
を
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
し
、

20
15

年
2月

末
ま
で
に
同
計
画
を
最
終
化
す
る
。

 
1.

5.
 緊

急
道

路
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク

に
隣
接

す
る

構

造
物
、
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
、
建
築
物
の
設
計
・

施
工
指
導
書
（
案
）
が
策
定
さ
れ
る
。

 

80
%

 
• 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
、
既
存
の
都
市
計
画
、

建
物
と

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
設
計
・
施
工
、
補
強
に
つ
い
て
の

ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
や
基
準
を
見
直
し
て
、
指
導
書
に
含
ま
れ
る
べ
き
も
の
を
特
定
し
た
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
、
給
水
、

下
水
、
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
、
電
気
、
電
話
、
橋
梁
の
サ

ー
ビ
ス
提
供
業
者
に
対
し
て
、
緊
急
道
路
ネ
ッ
ト
ワ

ー
ク

を
保
全
す
る
よ
う
働
き
か
け
る
た
め
の
指
示
書
案
を

作
成
し
た
。
ま
た
、
そ
の
た
め
に
、
緊
急
道
路
ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク
の
コ
ン
セ
プ
ト
を
共
有
し
、
緊
急
時
に
は
適
切

な
措
置
を
取
る
よ
う
要
請
し
て
い
る

。
指
示
書

 (
SO

P)
は

20
15

年
2月

ま
で
に
最
終
化
さ
れ
る
予
定
で
あ

る
。

 
1.

6.
 緊

急
道

路
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク
に

関
連
し

た
計

画
に

係
る
セ

ミ
ナ
ー

や
ワ
ー

ク
シ
ョ

ッ
プ

が
少
な
く
と
も

5
回
以
上
開
催
さ
れ
る
。

 

80
%

 
• 

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

で
は

こ
れ

ま
で
に

3回
の
セ
ミ

ナ
ー

と
U

N
D

Pと
の
共

催
に
よ

る
セ

ミ
ナ
ー

1回
を
開
催

し
、
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
成
果

発
表
と
緊
急
道
路
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
に
つ
い
て
の
意
見
交
換
を
行
っ
て
き
た
。

2-
1-

2で
示
す

通
り
、
こ
れ
ら
の
セ
ミ
ナ
ー
に
は
、
テ
ヘ
ラ
ン
市
、
交
通
警
察
、
警
察
、

IU
ST

な
ど
が
参
加
し
て
い
る
。
プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
の

終
了
ま

で
に
後

1回
の

セ
ミ
ナ

ー
を
開
催

し
、

プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
の
最

終
成
果

を
発
表

す
る
予
定

で

あ
る
。

 
1.

7.
 緊

急
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
関
連
し
た
災

害
図
上
訓
練
：

(D
IG

)が
3回

以
上
開
催
さ

れ
る
。

 

10
0%

 
• 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
、
テ
ヘ
ラ
ン
市
、

警
察
・
交
通

警
察
、
メ
ト
ロ
な
ど
の
関
係
機
関
を
集
め
、
こ
れ
ま

で
に

D
IW

を
1
回
、

TT
X
を

2
回
開
催
し
た
。
ま
た
、
緊
急
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
と

SO
P
の
有
効
性
を
検
証
す
る

た
め
に
、

20
14

年
9
月
に

CP
X

が
実
施
さ
れ
た
。

CP
X

の
結
果
に
つ
い
て
は
文
書
化
し
て
関
係
機
関
と
共
有

す
る
予
定
で
あ
る
。

 
指
標

 (
成
果
２

) 
到
達
度

 
進
捗
、
実
績
、
残
り
期
間
の
対
応

 
2-

1.
 防

災
博
物
館
の
展
示
計
画
が
策
定
さ
れ

る
。

 
10

0%
 

• 
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
展
示
コ
ン
セ
プ
ト

（
博
物
館

の
ミ
ッ
シ
ョ
ン
、
目
的
、
展
示
内
容

）
を
明
確
化
し

、
自

然
災
害
の
知
識
、
災
害
に
つ
い
て
の
科
学
的
な
情
報
、
災
害
対
策
手
法
、
災
害
の
実
験

/経
験
の
提
供
と
い
う
４

つ
の
テ
ー
マ
を
設
定
し
た
。

こ
の
４
つ
の
テ

ー
マ
に

沿
っ
て
、

４
つ
の
展
示
ゾ
ー
ン
と
１
つ
の
ワ
ー
ク
シ

ョ
ッ

プ
か
ら
な
る
フ
ロ
ア
プ
ラ
ン
を

検
討
し
、

45
の
コ
ー

ナ
ー
か
ら
な
る

ブ
ー
ス
・
デ
ィ
ス
プ
レ
イ
の
コ
ン
ポ

ー
ネ
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ン
ト
を

選
定
し
た
。
こ
れ
ら
を
展
示
計
画
と

し
て
と

り
ま
と
め
た
。

ま
た
、
展
示
物
の
情
報
収
集
・
登
録

・
保

存
の
方
法
を
示
し
た
デ
ー
タ
収
集
計
画
も
作
成
し
た
。

 
• 

博
物
館
の
建
設
予
定
地
は
、
ヴ
ェ
ラ
バ
ッ
ト
公
園
内
を
予
定
し
て
い
た
が
、

20
13
年

1月
に
急
遽
敷
地
が
変
更
に

な
っ
た
。
こ
の
た
め
、
す
で
に
完
成
済
で
あ
っ
た
観

覧
経
路
な
ど
含
む

フ
ロ
ア
プ
ラ
ン
の
作
り
直
し
が
必

要
と

な
っ
た
。
フ
ロ
ア
プ
ラ
ン
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
終
了
ま
で
に
最
終
化
さ
れ
る
予
定
で
あ
る
。

 
• 

次
の
ス
テ
ッ

プ
と
し

て
は
展
示

物
の
収

集
が

重
要

な
課
題
で
あ
る

。
TD

M
M

O
で
は

、
テ
ヘ
ラ

ン
大
学

の
教
授

に
、
情
報
収
集
と
展
示
す
る
科
学
的
な
情
報
の
内
容

に
つ
い
て
の
監
修
・
助
言
を
委
託
し
て
い
る
。
ま
た

、
防

災
に
つ
い
て
の
専
門
知
識
と
情
報
収
集
の
経
験
を
有

す
る
外
部
専
門
家
を
活
用
し
て
、

45
の
コ
ー
ナ
ー
の

展
示

物
の
収
集
を
行
う
予
定
で
あ
る
。

展
示
物
が
あ
る
程

度
揃
っ
た
段
階
で
、
展
示
の
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
を
活

用
し

て
展
示
計
画
の
詳
細
化
を
図
る
予
定
で
あ
る
。

 
• 

博
物
館
の
建
築
設
計

に
つ
い
て
は
、

TD
M

M
O
が

20
14

年
3月

に
開
始
し
た
が
、
そ
の
初
期
段
階
で

テ
ヘ
ラ
ン
市

の
ラ
ン
ド
マ
ー
ク
と
す
る
た
め
、
テ
ヘ
ラ
ン
市
長
の

命
令
に
よ
り
一
時
中
断
と
な
っ
た
。
ま
た
、
地
質
調

査
と

地
す
べ
り
の
リ
ス
ク
調
査
を
実
施
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。
こ
れ
ら
の
調
査
は

3ヶ
月
程
度
で
終
了
す
る
が
、
建
築

の
基
本
設
計
は
並
行
し
て
開
始
さ
れ
る
予
定
で
あ
る
。

 
• 

防
災
博
物
館
の
ブ
ー
ス
の
一
つ
と
し
て
日
本

コ
ー
ナ

ー
が
設
置

さ
れ
、
日
本
の
経
験
や
日
本
に
よ
る
イ
ラ

ン
に

対
す
る
支
援
の
歴
史
を
紹
介
す
る
こ
と
が
想
定
さ
れ
て
い
る
。

 
2-

2.
 市

民
啓
発
・
訓
練
に
係
る
短
期
ア
ク
シ
ョ

ン
プ
ラ
ン
（

2、
3
年
計
画
）
が
策
定
さ

れ
る
。

 

80
%

 
• 

既
存
の

「
地
震
災
害
管
理
の
た
め
の
研
修
・
啓
発
マ

ス
タ
ー
プ
ラ
ン
」

は
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
防
災
の
法
的

な
枠

組
み
や
実
施
方
法
に
つ
い
て
は
明
確
な
定
義
づ
け
を

行
っ
て
い
た
が
、
実
際
の
計
画
内
容
は
十
分
な
も
の

で
は

な
か
っ
た
。
こ
の
た
め
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
、

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
防
災
の
各
活
動
の
目
的
、
到
達
目
標

、
実

施
体
制
な
ど
を
以
下
の
手
順
で
策
定
し
た
。

 
- 

13
00

世
帯
に
対
す
る
防
災
の
意
識
調
査
を
実
施
し

、
調
査
結
果
の
分
析
に
基
づ
き
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
防

災
へ
の
住
民
参
加
を
促
進
す
る
要
因
と
し
て
、
「
リ

ス
ク
認
識
」

か
ら
「
防
災
の
た
め
の
ア
ク
シ
ョ
ン
」

に
つ
な
ぐ
た
め
に
は
「
動
機
付
け
・
興
味
」
が
重
要
で
あ
る
こ
と
が
わ
か
っ
た

。
こ
の
た
め
、
防
災
の
た

め
の
ア
ク
シ
ョ
ン
に
つ
な
が
る
た
め
の

４
つ
の
要

因
（
知
識
、
ス
キ
ル
・
能
力
、
動
機
付
け
・
興
味

、
リ

ス
ク
認
識
）
毎
に
既
存
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
防
災
活
動
を
分
類
し
た
。
ま
た
、
活
動
の
内

容
（
自
助
活
動
、

公
的
支
援
、
外
部
支
援
）
と
防
災
の
ス
テ
ー
ジ
（
減
災
、
事
前
準
備
、
災
害
応
急
対
応
、
復
旧
、
復
興

）

別
に
ど
の
よ
う
な
活
動
が
実
際
に
行
わ

れ
て
い
た
か
マ
ト
リ
ッ
ク
ス
を
使
い
整
理
し
た
。
そ
の
結
果
、
不

足
す
る
活
動
内
容
や
タ
イ
プ
が
明
確
に

な
っ
た
。

 
- 

マ
ト
リ
ッ
ク
ス
と
対
象
者
別
に
各
活
動
の
目
的
を
明
確
化
し
た
上
で
、
求
め
ら
れ
る
教
育
・
研
修
コ
ン
ポ

ー
ネ
ン
ト
を
特
定
し
、
合
わ
せ
て
４
つ
の
要
因
に
対
応
し
た
内
容
を
検
討
し
た
。

 
- 

上
記
の
プ
ロ
セ
ス
を
経
て
、
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
の
改
訂
版
が

作
成
さ
れ
た
。
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
は
外
部
有

識
者
や
成
果
２
グ
ル
ー
プ
メ
ン
バ
ー
か

ら
の
コ
メ
ン
ト
を
反
映
し
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
終
了
ま
で
に
承
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認
を
得
る
予
定
で
あ
る
。

 
• 

上
記
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
と
既
存
の
教
育
・
研
修
活
動

の
レ
ビ
ュ
ー
に
基
づ
き
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
研
修

プ
ロ

グ
ラ
ム
を
策
定
し
た
。

研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
概
要
と
特
徴
は
以
下
の
通
り
で
あ
る
。

 
- 

研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
は

56
科
目
と

30
0
以
上
の
小
科
目
で
構
成
さ
れ
る
。

 
- 

研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
年
齢
や
社
会
グ
ル
ー
プ
別
に

15
の
コ
ー
ス
に
分
か
れ
る
。
例
え
ば
、
児
童
向
け
コ

ー
ス
は

16
科
目
、
成
人
向
け
コ
ー
ス
は

35
科
目
で
構
成
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
活
用
す
る
教
育
ツ
ー
ル

も
コ
ー
ス
別
に
異
な
っ
て
い
る
。

 
- 

約
30

の
実
践
的
学
習
ツ
ー
ル
、

15
の
実
験
（
揺
れ
実
験
、
簡
易
地
震
計
な
ど
）
、

4
つ
の
ゲ
ー
ム
（
実
例

に
基
づ
く
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
な
ど
）
、

10
の
サ
バ
イ
バ
ル
・
テ
ク
ニ
ッ
ク
（
非
常
食
作
り
、
有
り
合
わ

せ
の
も
の
で
用
意
す
る
簡
易
ベ
ッ
ド
な
ど
）
が
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
組
み
込
ま
れ
て
い
る
。

 
• 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
コ

ー
ス
概

要
、
対
象
者
、
メ
ッ
セ
ン
ジ
ャ
ー
と
呼
ば
れ
る
講
師

（
教

員
、
宗
教
指
導
者
な
ど
）
、
科
目
、
小
科
目
の

概
要
、
研
修
用
ツ
ー
ル
の
概
要
を
ま
と
め
て
い
る
。

 
• 

TD
M

M
O
で
は
、
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
マ
ス

タ
ー
プ
ラ
ン
の
中
で
位
置
付
け
て
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
終
了
ま

で
に
テ
ヘ
ラ
ン
市
防
災
協
議
会
で
承
認
を
得
る
予
定
で
あ
る
。

 
2-

3.
 防

災
博
物
館
の
運
営
管
理
計
画
が
策
定
さ

れ
る
。

 
80

%
 

• 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

は
、

博
物

館
の

管
理

運
営

に
必

要
な

業
務

内
容

と
業

務
量

を
検

討
し

、
運

営
に

係
わ

る

TD
M

M
O
の
ミ
ッ
シ
ョ
ン
、
役
割
、
作
業
分
担
、
開
館
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
、
解
説
ツ
ア
ー
・
ガ
イ
ド

、
来
館
者
管

理
、
職
員
の
配
置
計
画

、
各
職
員
の
業
務
内
容

な
ど

を
策
定
し
た
。

こ
れ
ら
を
包
括
し
た
防
災
博
物
館
の

運
営

管
理
の
全
体
計
画
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
終
了
ま
で
に
作
成
さ
れ
る
予
定
で
あ
る
。
博
物
館
の
開
館
が

20
18

年

で
あ
る
た
め
、
ま
だ
同
計
画
の
承
認
手
続
き
に
は
入
れ
な
い
。

 
2-

4.
 コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ベ
ー
ス
災
害
管
理
ワ
ー
ク

シ
ョ
ッ
プ
が
、

6
名
以
上
の
訓
練
さ
れ
た

カ
ウ
ン

タ
ー
パ
ー
ト
に
よ
り
、
本
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

で
開
発
さ
れ
た
教
材
を
用
い
て
少

な
く
と

も
12

回
以
上
開
催
さ
れ
る
。

 

70
%

 
• 

研
修
プ
ロ
グ

ラ
ム
策

定
後
、
専

門
家
が

TD
M

M
O
カ

ウ
ン
タ
ー
パ

ー
ト
に

、
新
た
に

導
入
し

た
科
目
に

つ
い
て

教
授
法
を
技
術
移
転
し
て
い
る
。
こ
れ
ま
で
に

3科
目
に
つ
い
て

8名
の
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
に
指
導
を
行
っ
た
。

20
14

年
12

月
に

さ
ら

に
12

回
の

新
し

い
科

目
と

学
習

ツ
ー

ル
の

活
用

に
つ

い
て

の
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

を
開

催

し
、

講
義
は
録
画
し
て
講
師
の
自
己
学
習
教
材
と
し

て
活
用
す
る
予
定
で
あ
る
。
そ
の
後
、
生
徒
、
コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ
リ
ー
ダ
ー
、

N
G

O
ス
タ
ッ
フ
、
区
防
災
事
務
所

職
員
な
ど

35
名
の

TO
T講

師
が
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
に
よ

っ
て
講
師
研
修
を
受
講
す
る
予
定
で
あ
る
。

 
• 

20
13

年
11
月
、

13
00
世
帯
に
対
す
る
意
識
調
査
の
結
果
発
表
を
行
い
、
区
防
災
事
務
所
、

テ
ヘ
ラ
ン
市
、
研
究

機
関
、

N
G

O
な
ど
が
参
加
し
た
。

 
• 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
こ
れ
ま
で
に

1
回
、
避
難
訓
練
を
第

1
区
で
試
行
し
、

25
名
の
地
域
の
宗
教
リ
ー
ダ
ー
、

25
名
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
リ
ー
ダ
ー
を
含
め
約

60
0
名
が
参
加
し
た
。
避
難
訓
練
に
先
立
ち
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で

は
過
去
の

避
難
訓
練
の
レ
ビ
ュ
ー
、
改
善
策

の
検
討
、
住
民
と

N
G

O
の
参
加
に
よ
る
実
施
体
制
作
り
、
ガ
イ
ド

ブ
ッ
ク
の
作
成
を
行
っ
た
。
試
行
し
た
避
難
訓
練
の
特
徴
は
、

N
G

O
が
実
施
主
体
と
し
て
参
加
し
た
こ
と
と
、

シ
ナ
リ
オ
に
沿
っ
て
実
施
し
た
こ
と
で
あ
る
。
特
に
、
イ
ラ
ン
で
防
災
訓
練
に

N
G

O
が
実
施
者
と
し
て

参
加
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し
た
の
は
は
じ
め
て
で
、

TD
M

M
O
が
全
体
の
運
営
と
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
行
い
、

N
G

O
が
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
参
加

の
促
進
と
実
際
の
避
難
訓
練
の
実
施
を
担
当
し
た
。
今
回
聞
き
取
り
調
査
し
た
第

1
区
の
防
災
事
務
所
、
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ
リ
ー
ダ
ー
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
な
ど
に
よ
れ

ば
、
多
く
の
住
民
の
積
極
的
な
参
加
を
得
る
と
い
う

点
で

N
G

O
の
参
加
は
非
常
に
効
果
的
で
あ
っ
た
と
回
答
し
て
い
る
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
終
了
ま
で
に
も
う

1
回
の

避
難
訓
練
が
第

2
区
で
予
定
さ
れ
て
い
る
。

 
• 

試
行
し
た
避
難
訓
練
の
経
験
に
基
づ
き
、
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
で
は

TD
M

M
O
が
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
対
す
る
避
難
訓

練
実
施
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
作
成
し
た
。
第

2
区
で
の
避
難
訓
練
実
施
後
、

TD
M

M
O
は
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
最

終
化
し
、
テ
ヘ
ラ
ン
市
の

22
区
に
対
し
て
ブ
リ
ー
フ
ィ
ン
グ
を
行
う
予
定
で
あ
る
。

 
2-

5.
 名

以
上
の
防
災
博
物
館
の
専
門
員
が
本
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
策
定
さ
れ
た
教
育
プ
ロ
グ

ラ
ム
に
基
づ
い
て
教
育
・
研
修
を
受
け

る
。

 

25
%

 
• 

博
物
館
の

教
育
・
普
及
の
機
能

と
し
て
ト
レ
ー
ナ
ー

の
育
成
が
必
要
で
あ
る
。
現
在
、
ト
レ
ー
ナ
ー
育
成

の
た

め
の
研
修
が

TD
M

M
O

職
員

13
名
に
対
し

て
実
施
さ
れ
、

20
14

年
12

月
に
完
了
す
る
予
定

で
あ
る
。
本
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
範
囲
は
こ
こ
ま
で
を
想
定
す
る
。

専
門
員
の

採
用
・
育
成
計
画
は
博
物
館
の
開
館

6
ヶ
月
前
に

TD
M

M
O
の
承
認
後
、
実
施
さ
れ
る
た
め
、
本
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
の
期
間
内
に
専
門
員
を
育
成
す
る
こ
と
は
で
き

な
い
。

 
指
標

 (
成
果
３

) 
到
達
度

 
進
捗
、
実
績
、
残
り
期
間
の
対
応

 
3-

1.
 地

震
計
の
増
設
計
画
が
策
定
さ
れ
る
。

 
90

%
 

• 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
、
現
状
と
課
題
を
分
析
し
、
増

設
計
画
と
し
て
「
地
震
計
の
増
設
に
関
す
る
提
案
書

第
１

版
」
」
を
作
成
し
た
。
こ
の
提
案
書
で
は
、
既
存

10
基
に
加
え
て

15
基
の
増
設
を
提
案
し
て
い
る
。
こ
の
提
案

書
は
、
早
期
警
報
シ
ス
テ
ム
の
導
入
の
結
果
を
踏
ま

え
て
、
最
終
化
す
る
予
定
で
あ
る
。

ま
た
、
テ
ヘ
ラ

ン
市

の
方
針
と
し
て

50
基
設
置
す
る
こ
と
が
示
さ

れ
て
お
り
、
最
終
化
さ
れ
た
提
案
書
に
は
、

25
基
の
増
設
計
画

と
し
て
最
終
化
す
る
。

 
3-

2.
 パ

イ
ロ
ッ
ト
ス
ケ
ー
ル
の
地
震
計
に
よ
る

地
震
早
期
警
報
シ
ス
テ
ム
が
設
置
さ
れ

る
。

 

50
%

 
• 

シ
ス

テ
ム
の

導
入

に
は
、

(1
) 
地

震
計

の
調
達

 (
JI

CA
)と

観
測

点
の
整

備
、

(2
) 
通

信
シ
ス

テ
ム
の

準
備
と

評

価
、

(3
) 
観
測
点
側
の
ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
準
備
、

(4
) 
サ
ー
バ
ー
ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
の
整
備
、

(5
) 
早
期
警
報
シ
ス
テ

ム
の
検
査
、
テ
ス
ト
、
研
修
が
必
要
で
あ
る
。
こ
の
う
ち
、

(1
)と

(3
)は

す
で
に
完
了
済
で
、

(2
)は

経
済
制
裁
の

た
め
輸
入
先
を
変
更
し
た
こ
と
に
よ
り
調
達
コ
ス
ト

が
上
昇
し
、
入
札
に
か
け
る
必
要
が
生
じ
た
こ
と
で

手
続

き
に
時
間
が
か
か
り
、
遅
延
し
て
い
る
。

(2
)の

ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
の
調
達
は

20
14

年
10

月
末
を
見
込
ん
で
い
る
。

(4
)も

(2
)と

同
様
の
理
由
で
、
さ
ら
に
ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
の
開
発
業
者
を
国
内
業
者
か
ら
海
外
の
業
者
に
変
更
し
た

こ
と
で
、
ま

だ
契
約
に
至
っ
て
い
な
い
。
ソ

フ
ト
ウ
エ
ア
の
開
発
に
は

3
ヶ
月
ほ
ど
か
か
る
た
め
、
こ
の
完
了

を
待
つ
と
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
ま
で

2
ヶ
月
ほ
ど
で

(5
)を

完
了
さ
せ
る
必
要
が
あ
る
。
ま
た
、

(5
)を

完
了
し
て

も
、
そ
の
後
、
シ
ス
テ
ム
の
評
価
を
行
う
必
要
が
あ

り
、
そ
の
た
め
に
数
ヶ
月
が
必
要
と
な
る
。
従
っ
て

、
現

時
点
で
は
、
シ
ス
テ
ム
の
組
立
と
テ
ス
ト
ま
で
は
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
内
で
終
え
る
可
能
性
は
あ
る
が
、

評
価

ま
で
行
う
こ
と
は
で
き
な
い
。

 
3-

3.
 Q

D
&

LE
 シ

ス
テ
ム
の
た
め
の
バ
ッ
ク
ア

ッ
プ
用
通
信
ラ
イ
ン
が
開
設
さ
れ
る
。

 
10

0%
 

• 
既
存
の
シ
ス
テ
ム
の
問
題
は
、
観
測
点
と

TD
M

M
O
を
結
ぶ
回
線
が
電
話
モ
デ
ル
を
利
用
し
て
い
る
た
め
、
地

震
が
発
生
し
た
場
合
に
は
利
用
で
き
な
く
な

る
可
能

性
が
高
い
こ
と
で
あ
っ
た
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
、

テ
ヘ
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ラ
ン
市
で

Q
D

&
LE

に
利
用
可
能
な
通
信
シ
ス
テ
ム
を
調
査
し
た
。

72
時
間
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
衛
星
を
利
用

す
る
こ
と
を
検
討
し
た
が
、
安
全
保
障
上
の
理
由
で

使
用
許
可
を
得
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
。
本
プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
で
は
、
無
線
を
利
用
し
た
通
信
シ
ス
テ
ム
を
導
入
し
、

1
箇
所
の
観
測
点
と

TD
M

M
O
間
の
ラ
イ
ン
を
開

設
し
た
。

TD
M

M
O
で
は
順
次
他
の
観
測
点
に
つ
い
て
も
対
応
す
る
予
定
で
あ
る
。

 
3-

4.
 Q

D
&

LE
 シ

ス
テ
ム
が
少
な
く
と
も

3 
項

目
以
上
の
推
計
が
で
き
る
。

 
80

%
 

• 
既
存
の
シ
ス
テ
ム
は
、
人
的
被
害
と
建
物
の
被
害
を

対
象
と
し
て
い
た
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
優
先
し
て

追
加

す
べ
き
項
目
を
調
査
し
、
項
目
に
必
要
な
デ

ー
タ
と
ア
ル
ゴ
リ
ズ
ム
を
準
備
し
、
設
計
を
行
っ
た
。
そ
の
結
果
、

橋
梁
の
被
害
、
保
健
施
設
の
被
害
、
瓦
礫
の

3
項
目
に
つ
い
て
そ
れ
ぞ
れ
の
ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
を
開
発
し
、

Q
D

&
LE

シ
ス
テ
ム
に
追
加
し
た
。
今
後
、
カ
ウ
ン
タ

ー
パ
ー
ト
が

20
14

年
2
月
ま
で
に
シ
ス
テ
ム
の
テ
ス
ト
を
行
い
、

完
了
す
る
予
定
で
あ
る
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
、
ソ

フ
ト
ウ
エ
ア
の
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
作
成
し
て
カ
ウ
ン
タ

ー
パ

ー
ト
の
参
考
資
料
と
す
る
予
定
で
あ
る
。

 
3-

5.
 地

震
後
（
二
次
被
害
）
の
情
報
及
び
警
報

シ
ス
テ
ム
導
入
計
画
が
策
定
さ
れ
る
。

 
95

%
 

• 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
既
存
の
地
震
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
シ
ス
テ
ム
を
調
査
し
、
二
次
被
害
情
報
管
理
と
警
報
シ
ス
テ

ム
の
導
入
の
た
め
の
枠
組
み
を
示
す
コ
ン
セ
プ
ト
ペ
ー
パ
ー
を
作
成
し
た

 (
Th

e 
m

at
rix

 fo
r d

isa
st

er
 

in
fo

rm
at

io
n 

ci
rc

ul
at

io
n 

an
d 

an
al

ys
is)

。
現

在
、
関

連
機
関

と
の
協
議
を
行
っ
て
お
り
、
今
後
、
成
果
３
の
メ

ン
バ
ー
と
協
議
し
、
内
容
の
改
善

を
行
う
予
定
で
あ
る
。

 
3-

6.
 地

震
の
揺
れ
の
早
期
警
報
シ
ス
テ
ム
の
デ

モ
が
行
わ
れ
る
。

 
 

90
%

 
• 

こ
の
コ
ン
ポ
ー
ネ
ン
ト
の
目
的
は
、
既
存
の
地
震
計

10
と

TD
M

M
O
が
新
た
に
設
置
し
た

4
基
か
ら
の
デ
ー

タ
を
活
用
し
た
震
度
速
報
シ
ス
テ
ム
を
試
行

す
る
こ
と
で
あ
る
。

観
測
点
の
地
震
計
か
ら
の
デ
ー
タ
は
サ
ー
バ

ー
側
で
日
本
の
震
度
か
ら
自
動
的
に

M
M

Iに
転
換
さ
れ
て
送
信
さ
れ
る
。
現
在
、
シ
ス
テ
ム
の
最
終
テ
ス
ト

段
階
に
あ
り
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
ま
で
に

デ
モ
が
実
施
さ
れ
る
予
定
で
あ
る
。
送
信
先
は
、

22
の
区
防
災

事
務
所
、
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
会
社
、
そ
の
他
の
関
連
機
関
で
あ
り
、
技
術
的
に
は
ウ
エ
ブ
ベ
ー
ス
で
送
信
が
可
能

と
な
っ
て
い
る
。

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
外
の
活
動
成
果

 
• 

イ
ラ
ン
国
営
放
送
の
地
震
啓
発

番
組
の
制
作
に
際
し
て
、
成
果
２
の
専
門
家
チ
ー
ム
と
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
は
、
技
術
面
の
助

言
を
行
い
、
台
本
の
見
直
し
や

監
修
に
も
協
力
し
た

。
こ
の
協
力
は
本
邦
研
修
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
と
し
て
実
施
さ
れ
た
。

13
話
か
ら
な
る
同
番
組

が
全
国
放
映
さ
れ
、
そ
の
後
も

再
放
送
さ
れ
て
い
る
。

 
指
標

 (
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標

) 
進
捗
、
実
績
、

残
り
期
間
の
対
応

 
1.

 
既
存
の
技
術
委
員
会
に
お
い
て
、
緊
急
時

の
道
路
管
理
に
係
る
計
画
が
共
有
さ
れ

る
。

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
以
下
の
よ
う
に
計
画
の
共
有
を
図
っ
て
い
る
。

 
- 

2-
1-

1
で
示
す
通
り
、

セ
ミ
ナ
ー
、
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
、
会
議
等
で
、
活
動
の
各
段
階
で
、
成
果
１
に
関
連
す
る
技
術
委
員
会

メ
ン
バ
ー
や
外
部
の
機
関
と
の
情
報
共
有
が
行
わ
れ
た
。

 
- 

テ
ヘ
ラ
ン
市
、
交
通
警
察
、
警
察
な
ど
の
重
要
な
関

係
機
関
は
、

TT
X・

CP
X
な
ど
の
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
に
参
加
し
、
緊
急
時

の
そ

れ
ぞ

れ
の
役

割
を
認

識
す

る
と
同

時
に
、

緊
急
道

路
ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク
の
運

用
計

画
で
定

め
ら
れ

た
彼
ら

の
役
割

や
機

能

を
理
解
す
る
機
会
を

提
供
し
て
い
る
。

 
- 

テ
ヘ

ラ
ン

市
土
木

技
術

部
は
今

年
度
か

ら
橋
梁

の
補
強

工
事
を

進
め
て

い
る
。

本
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト

は
同
部
に

耐
震
計

画
を

説

明
し
て
お
り
、
同
部
が
補
強
す
る
橋
梁
の
優
先
度
を
検
討
す
る
上
で
の
資
料
と
さ
れ
て
い
る
。
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- 
給
水
、
下
水
、
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
、
電
気
、
電
話
、
橋
梁
に
つ
い
て
は
、
サ
ー
ビ
ス
提
供
企
業
へ
の
指
示
書
は
ほ
ぼ
完
成
し
、
そ

の
内
容
や
緊
急
時
の
対
応
方
法
に
つ
い
て
協
議
を
持
っ
て
い
る
。

 
2.

 
市
民
啓
発
・
訓
練
に
係
る
短
期
（

2～
3 

年
）
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
が
実
施
さ
れ

る
。

 

地
震
災

害
管
理

の
た
め

の
研

修
・
啓

発
マ

ス
タ
ー

プ
ラ
ン
は

ま
だ

未
承
認
だ

が
、

研
修
活

動
は

す
で
に

マ
ス
タ
ー

プ
ラ
ン

に
沿
っ

て
実
施
さ
れ
る
予
定
で
あ
る
。

TD
M

M
O

で
は
毎

年
1
万
人
程
度
を
対
象
に
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
防
災
に
関

す
る
研
修
・
啓
発
を
行
っ

て
お

り
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
作

成
さ

れ
た

研
修

プ
ロ
グ

ラ
ム

が
TO

T
研

修
終

了
後

、
順

次
実

施
さ

れ
る
予

定
で
あ

る
。

ま
た

、

TD
M

M
O

は
教
育
省
と
連
携
し
、
テ
ヘ
ラ
ン
市
内
の

小
学
校
で
防
災
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施
の
準
備
を
進
め

て
い
る
。
こ
の
た
め
に

5
校
が
モ
デ
ル
校
と
し
て
指
定
を
受
け
て
い
る
。
こ
う
し
た
活
動

は
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
に
盛
り
込
ま
れ
て
い
る
。

 
3.

 
早

期
警

報
の

情
報
が

関
係
者

に
伝
達

さ
れ

る
仕
組
み
が
機
能
す
る
。

 
地
震
速
報
シ
ス
テ
ム
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
中
に
導
入
さ
れ
る
予
定
で
あ
る
。
同
シ
ス
テ
ム
で
は
、
技
術
的
に
は
、
関
係
機
関
に
オ

ン
ラ
イ
ン
で
地
震
速
報
値
が
送
信
さ
れ
る
。
従
っ
て
、
情
報
伝
達
の
仕
組
み
が
機
能
す
る
体
制
は
整
備
さ
れ
つ
つ
あ
る
と
言
え
る
。 
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実施プロセス 

(1) プロジェクトの運営 
進捗管理・促進 

プロジェクトディレクター（TDMMO 副総裁）、コーディネータ、成果毎のリーダー、専門家メ

ンバーが定期的に会議を持ち、プロジェクトの進捗を図った。ただし、2013 年 2 月〜9 月は大統
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専門家チームは、プロジェクトの枠外でも要請に応じて講演等を行った。主な内容は以下の通
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2012 年 5 月： テヘラン大学での耐震建築に関する発表（Japan Week のイベントの一環として） 
2012 年 10 月： イランラジオ日本語放送でのプロジェクト紹介（成果２メンバー（4 名）出演） 
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2012 年 11 月： タブリーズで開催された地震シンポジウムでの発表（成果２と成果３） 
2013 年 2 月： 日本人会向けテヘランの地震リスク評価についての説明（成果１） 
2013 年 4 月： 中 東 近 隣 国 市 長 会 議 で の プ ロ ジ ェ ク ト 紹 介 及 び 東 日 本 大 震 災 に つ い て の 発 表 （ 成 果 １ ）  
2013 年 11 月： 日本テレビ「未来世紀ジパング」取材協力（成果１メンバー中心） 
2013 年 11 月： テヘラン大学 TDMMO 訪問時プロジェクト紹介発表 
2014 年 4 月： イラン国営放送（IRIB）の地震防災の啓発を目的とした TV 番組制作協力 

（協力期間は 2013 年 8 月～12 月頃、放送は 2014 年） 
2014 年 9 月： 早 稲 田 大 学 T D M M O 訪 問 時 プ ロ ジ ェ ク ト 発 表 、 活 動 現 場 見 学 及 び C P と の 意 見 交 換 会 （ 成 果 １ 及 び ２ ） 
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第３章 五項目評価の結果

妥当性 

プロジェクトの妥当性は非常に高い。4 

• 第 5 次国家開発計画 (2011 – 2015)では国家予算の 2％を防災関連にあてることを明記する

など防災分野の取り組みを重視しており、地震への備え・災害対応の重要性も示されてい

る。このため、テヘラン市の地震災害の軽減というプロジェクト目標はそうした政府方針

に沿ったものと言える。また、テヘラン市災害管理マスタープラン (TDMMP)とテヘラン

市総合緊急対応管理計画 (TCEMP)では、緊急時対応の枠組みと体制を示しており、本プロ

ジェクトの緊急道路ネットワーク作り、市民啓発のための計画とプログラム策定、早期警

報システムの導入は、TDMMP と TCEMP の具体的な体制・環境作りに資するものである。 

• テヘラン市は、アルボルズ山脈の麓に位置しており、多くの活断層があるなど、潜在的な

地震活動の可能性が高い地域である。急速に進むテヘラン市の都市化によって、地震災害

の低減の重要性も高まっている。TDMMO はテヘラン市の防災・減災において中心的な役

割を担う組織であり、その能力強化を支援することは有効性が高い。 

• 1-1-1 に示した通り、プロジェクトの３つのコンポーネントは、TDMMO の優先課題として

認識されており、実施機関のニーズを反映したものと言える。 

• 日本政府は 1999 年以来、防災関連分野における開発調査・技術協力を通してイラン政府を

継続的に支援しており、二国間に培われた関係を通して、プロジェクトを円滑かつ効果的

に実施することが可能であった。また、日本は地震災害が多く、経験・知見を蓄積してお

り、日本での研修などイラン側に提供できるリソースも十分に備わっている。こうした点

から、日本の ODA を活用した支援も妥当性が高かったといえる。 

有効性 

プロジェクトの有効性は高い。 

• PDM に基づく、プロジェクト目標は以下の３つである。プロジェクトの構造上、プロジェ

クト目標の指標は各成果の上位目標といった位置づけで設定されている。  

指標 達成状況 
既存の技術委員会において、緊急時

の道路管理に係る計画が共有され

る。 

ほぼ達成。テヘラン市土木技術部、交通運輸部、都市

サービス部、交通警察などの実施機関が、緊急道路ネ

ットワークの作成過程において開催されたセミナ

ー、ワークショップ、図上訓練などに参加しており、

その内容についても十分に情報共有が図られてい

る。 
 

                                                         
4 「とても高い」、「高い」、「課題がある」、「低い」の 4 段階で、評価結果を採点した。 
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市民啓発・訓練に係る短期（2～3 年）

アクションプランが実施される。 
ほぼ達成。コミュニティ防災のマスタープラン案が

作成され、プロジェクト終了までに公的に承認され

る見込みである。また、実践的なツールの活用を含め

た研修プログラムの体系化が図られ、マスタープラ

ンと改訂された研修プログラムに沿って、講師研修

や市民への研修が実施される段階にある。 
早期警報の情報が関係者に伝達され

る仕組みが機能する。 
部分的に達成。地震速報システムはプロジェクト期

間中に運用可能となる見込みである。試験的な導入

を図っている早期警報システムについては、プロジ

ェクト期間内の導入は可能だが、システムの試行、評

価などは 6 ヶ月程度の期間延長が必要である。 

• プロジェクトの重要な効果として、指標の達成状況以外にも、次の点を挙げることができ

る。 

✓ これまでも緊急道路ネットワークはあったが、本プロジェクトによって内容・精度が

格段に向上し、CPX 等を通して関係機関も役割が明確化しており、実効性の高いも

のとなったことは重要な効果であった。 

✓ 既存の研修プログラムは座学中心で時間も長かった。本プロジェクトでは、コミュニ

ティ防災活動への住民参加を促進するための研修プログラムという位置づけを加え

た。具体的には、数多くの実践的な学習ツール・ゲーム等を含め参加者の関心を高め

る内容となっている。また、イランでは一般的に NGO と行政の関係は希薄であった

が、本プロジェクトでは、NGO を避難訓練の実施団体として行政—NGO の連携強化

の先例を作った。こうした点が、コミュニティ防災を促進する上で果たした本プロジ

ェクトの効果と言える。 

✓ 72 時間プロジェクトでは、地震発生後に被害推定システムを導入した。本プロジェ

クトでは、さらに地震速報のシステムを導入し、技術的には運用が可能という段階ま

で進めた。5 

✓ 地震速報のシステムの導入については、地震計からのデータを震度に変換し、オンラ

インで関連機関に速報値を伝達する仕組みまで技術的には完成している。これは、イ

ランではじめての早期警報システム運用に向けた重要なステップである。地震速報を

含め早期警報システムについては、イラン政府・自治体とも非常に高い関心を示して

おり、テヘラン市で運用されるシステムはその先駆けとして、全国のモデルとなる。 

効率性 

効率性は高い。 

                                                         
5 地震速報の受手は、テヘラン市に 22 ある区の災害管理事務所、ライフライン会社等を想定しているが、まだ、情報を受け

る側が震度の意味や震度レベルによる対応についての理解が広がっていないため、実際の運用にはまだ啓発が必要である。本

プロジェクトでは、速報が関係機関に送信できる技術的な仕組みが出来るという段階までを目標として掲げていた。  
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• 活動・成果の到達状況は以下の通りである。 

✓ 成果１については、ほぼ全ての活動が完了しつつあり、残された課題は、計画文書の

最終化、関係機関への成果広報などで、プロジェクト期間終了の 2015 年 2 月中に全

ての活動を終えて、成果目標も達成される見込みである。 

✓ 成果２の教育・研修については、優先課題である「地震災害管理のための研修・啓発

マスタープラン」と研修プログラム案が完成し、残された活動は、2014 年 12 月に研

修プログラムに新たに加えた研修コースの教授法についての技術移転や二回目で最

終となる住民主体の避難訓練を実施し、想定される成果目標を達成する見込みである。

防災博物館については、開館予定が 3 年後に延期されたことから、運営計画が具体化

できないため運営基本計画に変更するなど、活動の範囲を変えることで、プロジェク

ト期間中にほぼ全ての活動を終了する予定である。 

✓ 成果３については、テヘラン市の地震計の設置計画作り、観測地点と を結ぶ通

信ラインの強化、 システムの被害推定項目の追加、地震速報システムの導入、

二次被害情報システムの確立に向けた計画作りはほぼ活動が終了し、当初予定通り、

プロジェクト期間終了までに最終化される見込みである。ただし、早期警報システム

については、既述の通り、機材・ソフトウエア開発の遅れにより、プロジェクト期間

内で機材の据え付けと試行は可能だが、システムの検証や評価まで対応できない見込

みである。

• 本プロジェクトでは 3 回の本邦研修に合計 15 名が参加した。評価チームの聞き取り調査

によれば、研修参加者はいずれも非常に良い学びの機会となったとして高く評価している。

また、日本での視察で得た知識・経験に基づき、帰国後、コミュニティ防災への NGO 参加

を促したり、階層別に研修コースを設計することの重要性を認識したり、防災博物館の展

示方法や内容について新しいアイディアや企画を立てるといった効果があった。 

インパクト 

インパクト発現の見込みは非常に高い。 

• 2015 年 2〜3 月までには第 6 次国家開発 5 カ年計画が発案される予定である。タイミング

として、今後 6 ヶ月間は、プロジェクトの成果を同計画に反映させる絶好の機会である。

同計画策定で中心的役割を持つ SPAC や NDMO もプロジェクトの成果に高い関心を持っ

ている。ただし、現状では、組織間の定期的なコミュニケーションの場など設定されてお

らず、政策対話は始まっていない。 

• TDMMP は 2004 年の策定以降、その内容は改訂されていない。現時点では、同計画の改訂

は日程に上がっていないため、TDMMO が計画の改訂を主導し、本プロジェクトによる成

果である緊急道路ネットワーク、地震災害管理のための研修・啓発マスタープラン、早期

警報システムなどの新しい展開を計画中に反映させる必要がある。 
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• 2014 年中（あるいは 2015 の早い段階で）に UNDP が支援する災害リスク軽減プロジェク

トが開始される予定である。このプロジェクトは全国レベルの政策や標準・基準作りを目

指すものである。TDMMO はこのプロジェクトの実施メンバー5 機関の一つであり6、
TDMMO からも職員がプロジェクト専門家として参加する予定であるため、本プロジェク

トの成果を政策作りに活かすことが期待できる。 

• テヘラン市の土木技術部は、今年度から橋梁の補強事業を開始している。本プロジェクト

で作成した緊急道路ネットワークの耐震計画では、優先的に補強すべき橋梁の詳細調査を

実施しており、土木技術部が補強すべき橋梁の優先順位付けなどに活用される予定である。

現在、TDMMO と土木技術部ではそのための協議を行っている。また、緊急道路ネットワ

ーク（特にその中の緊急時の対応計画、瓦礫除去、安全検査）は、TDMMO の敷地内に設

置されている TDMH の交通作業部会によって活用される予定である。このように、プロジ

ェクトで作成した成果の一部については、すでに関連機関による活用が進められている。

今後、計画文書の承認手続きが進むため、さらに関連機関による活用が期待できる。 

• TDMMO と教育省は、テヘラン市の全小学校に対して防災教育を実施するための覚書を用

意している。また、TDMMO では、現在 5 校ある防災教育のモデル校を 50 校に拡大するこ

とを次年度の計画に含めている。本プロジェクトで改訂した研修プログラムを小学校に導

入するため、教員の講師育成も進めており、学校教育において非常に大きな普及効果が見

込まれる。 

• 3-2 で示した通り、本プロジェクトでは、NGO のコミュニティ防災への関与を促進した。

具体的には、第 1 区で実施した大規模な避難訓練では、準備段階から NGO が実施団体と

して参画した。その結果、TDMMO と各区の防災事務所では、コミュニティの動員という

点で NGO 活用の有効性が認識されるようになり、TDMMO が NGO のロングリストを作成

し、NGO にはすでに他区からの問い合わせが来ているという。従って、毎年各区で 1 回以

上実施される避難訓練では、NGO の参画が進む可能性が高い。 

• TDMMO は地震関連情報の発信を公的に認められた機関であるテヘラン大学と密に連携し

ており7、本プロジェクトで導入する地震速報システムの運用において制度面の課題はな

い。同システムの稼働による地震災害後の対応に大きな効果が期待できる。  

• 本プロジェクトの成果が他の自治体（特に他の大都市）に普及することも期待できる。本

プロジェクトのセミナー参加等を通して、他の自治体も本プロジェクトの成果に強い関心

                                                         
UNDP の Disaster Risk Reduction Project は、TDMMO、MDMO、赤新月社、BHRC、SPAC の 5 機関によるプロジェクトで、

NDMO が事務局となる。第 6 次国家開発 5 カ年計画への防災の組み込み、中央レベルの防災方針の見直し・改訂、都市の防災

リスク評価の基準作成、CBDRM のガイドライン作成などが主なコンポーネントになる。また、こうした取り組みを通して、

５つの組織間の連携・協力関係を構築することもコンポーネントの一つである。各組織からシニアの幹部 5 名（TDMMO は副

総裁）をコーディネータとして選定して、このレベルでプロジェクト全体の調整を行う。また、プロジェクトの実施は  SSU 

(Supporting Service Unit)を NDMO に設置し、TDMMO からも職員が派遣される予定である。 

 

7 2005 年の内務省・国家防災協議会の合意によれば、地震警報のデータ発信はテヘラン大学地質研究所の役割となっている

（05/06/2005）。
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を示していた。TDMMO はそうした自治体の声を集約して、JICA イラン事務所に対して、

自治体による日本での研修への支援を要請した。こうした点から、研修プログラムなどプ

ロジェクトの成果が他の自治体に活用される可能性も高いと判断される。例えば、他自治

体の防災教育担当職員、NGO 職員、ボランティアなどが TDMMO の実施する研修で講師

として育成されることで、研修プログラムの普及が期待できる。また、テヘラン市が実施

する避難訓練に他自治体の関係者を招き視察してもらい、他自治体にも広げてもらうなど

具体的な普及方法が想定できる。また、イランの 10 の大都市は毎年防災関係で定例会議を

開催しており、そうした場を活用して、プロジェクトの成果を共有することも期待される。 

持続性 

持続性の見込みは高い。 

(1) 政策・制度面 
来春に提出される予定の第 6 次国家開発 5 カ年計画では、防災に国家予算の 5%をあてること

が検討されるなど同セクターの重要性についての認識が高まっており、政策面での継続性がある。

本プロジェクトで支援した計画文書のうち、特に重要な緊急道路ネットワーク関連の計画と地震

災害管理のための研修・啓発マスタープランは、プロジェクト期間内に、テヘラン市防災協議会

による承認を受ける予定である。TDMMO によれば、こうした計画文書は基本的にテヘラン市の

行政ラインで承認手続きが進められるため、内容に齟齬がなければ、承認手続きそのものは比較

的早期に進められるという。プロジェクト後は、必要な予算を確保し計画を実現するよう TDMMO
が実施機関に働き掛けることが重要となる。 

プロジェクトで作成した主な計画文書

(TDMMO 専門家チームとの協議に基づき作成) 

 

計画文書 
承認 

計画の実施機関 
承認機関 承認の見通し 

緊急道路ネットワーク耐震計画 テヘラン市防災

協議会 
2015 年 2 月 テヘラン市土木

技術部 
テヘラン市緊急対応計画の交通に関する付

属文書（緊急道路ネットワーク運用維持計

画を含む） 

テヘラン市防災

協議会 
2015 年 2 月 TDMMO と対象

となる関係機関 

緊急道路ネットワーク周辺のライフライン

と構造物の設計・構造に関する指示書（標準

手順書） 

テヘラン市防災

協議会 
2015 年 2 月 ライフライン企

業・テヘラン市土

木技術部 
防災博物館の展示計画 TDMMO 2015 年 2 月 TDMMO 
防災博物館の運営・維持管理計画 TDMMO 2015 年 2 月 TDMMO 
地震災害管理のための研修・啓発マスタ

ープラン 
テヘラン市防災

協議会 
2015 年 2 月 TDMMO・テヘ

ラン市防災事務

所 
地震計設置計画 TDMMO 2015 年 2 月 TDMMO 
二次被害情報管理と警報システムの導入計

画 
TDMMO 2015 年 2 月 TDMMO 
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なお、防災博物館はイランにおいて初めての試みであり、テヘラン市の 5 カ年計画／プログラ

ム (2014-2018)でも優先課題として位置づけられており、政策的にも支援されている。また、地震

計設置についても、同計画/プログラムで、地震計 50 基を新規に設置し、地震監視ネットワーク

を強化することが明記されている。 

(2) 組織面 
プロジェクトの実施体制は、基本的に TDMMO の組織的枠組みに沿っているため、プロジェク

ト後の継続性は高い。具体的には、成果１と３については災害リスク軽減部が担当し、成果２は

教育住民参加部が担当する。現在、防災博物館は災害リスク軽減部が担当しているが、今後

TDMMO 総裁直轄下で結成されるタスクフォースが担当する予定であり、さらに博物館開設に向

けた活動促進が期待される。なお、博物館に配置される職員については、博物館の開設の目処が

立った段階で、新規募集される。 

(3) 人材面 
成果１については、緊急道路ネットワークの策定に従事したカウンターパートが継続して担当

する。成果２についてはプロジェクト終了までに 8 名の TDMMO 職員が ToT 講師として育成さ

れる。この人数は当面コミュニティ防災の研修プログラムを実施するために十分な人数である。

成果 3 についても技術的には対応可能な十分な数の職員がいる。 

(4) 財政・予算面 
予算面でモニタリングが必要なコンポーネントとしては、防災博物館、研修プログラムの実施、

早期警報システムを挙げることができる（緊急道路ネットワークは実際の実施機関はテヘラン市）。

防災博物館についてはテヘラン市が総額で 2200 万ドルの予算拠出を決めている。研修プログラ

ムについても、TDMMO は毎年 1 万人程度の市民に対する研修・啓発活動を行っており、予算面

で懸念はない。地震計の設置については本プロジェクトでも 4 基を TDMMO の予算で購入し、必

要なソフトウエアの開発費も出していることから、プロジェクト後も継続して予算確保すること

ができる。 

(5) 技術面 
緊急道路ネットワークの更新については、すでにカウンターパートがプロジェクトで経験を積

んでおり、加えて、プロジェクト期間終了までに、参考文書として、緊急道路ネットワーク策定

の履歴を文書化する予定である。成果２についてカウンターパートは実践的学習ツールの活用方

法を含む研修プログラムの講師経験を積むと同時に、講師育成研修を録画し、講師が共有できる

ようにする予定である。成果３について、カウンターパートは個別技術については十分な知識・

技術を有しており、早期警報システムのために必要な 24 時間体制もすでに導入している。地震速

報を含む早期警報システムの保守・維持管理については、機材やスペアパーツの調達については

経済制裁のため困難に直面する可能性がある。また、長期的な視点を持って、早期警報システム

全体を運用・管理できるマネージャーの育成も求められる。 
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促進要因  

• 本プロジェクトでは、関係機関とのセミナー・会議開催、緊急道路ネットワークの広報活

動を行い、早期警報システムのパンフレットを作成するなど、プロジェクトの枠外でも

TDMMO のリソースや予算を積極的に活用した。こうした TDMMO のイニシアチブによっ

て、プロジェクトの成果の普及が図られた。 

• TDMMO だけでなく専門家やコンサルタントなどもプロジェクトの運営、技術、実施に貢

献した。TDMMO 全体としてプロジェクトに取り組んだことは、プロジェクトの効果を高

いレベルで達成する上で重要であった。 

阻害要因 

• プロジェクトの詳細計画策定調査は 2011 年 10 月に実施されたが、2012 年以降、イランに

対する経済制裁が厳しさを増した。このため、当時想定していた 72 時間プロジェクトで調

達した地震計のモデルが購入できなくなるなど、日本側・イラン側双方で調達に係る手続

きや交渉に時間がかかった。また、イラン側で当初 10 台の地震計を購入する予定が 4 台に

なるなど、経済制裁に伴うイランの通貨リエルの暴落も投入量の制約要因となった。 

• プロジェクトの実施期間中に、旧候補地は敷地の狭さと高さ制限があり、テヘラン市長の

意向で 2013 年 1 月に新開発都市エリアに防災博物館の建設地が変更になった。このため、

それまで進めていた展示計画やフロアプランを再検討する必要が生じた。また、新候補地

について地質と地すべりのリスク評価を行うことになった。こうした要因により、博物館

の開館予定が大幅に遅れることとなり、運営計画も具体化が難しくなるなど、プロジェク

トの実施範囲も影響を受けた。なお、防災博物館は現在 2018 年開館を見込んでいる（基本

設計と詳細設計に半年、着工から竣工まで 2 年）。 

• R/D では、プロジェクト・マネージャーのポストを設置することが合意されていたが、実

際には TDMMO 側が適任者を選定することができなかった。このため、オペレーションレ

ベルでは、コミュニケーションが難しい面があった。また、各成果にリーダーを配置した

が、数ヶ月間、成果２と３のリーダーが正式に任命されていない時期があったことも活動

促進にとってはマイナスであった。大統領選挙の影響で、TDMMO の総裁・副総裁レベル

のプロジェクト参加が難しい時期があり、JCC やプロジェクト運営会議の遅延の一因とな

った。 

• TDMMO の多くは契約職員で正規職員は少ない。このため、職員の離職率も比較的高い。

本プロジェクト開始からの 2 年半でも 6 名のカウンターパートがプロジェクトを離れてい

る。一度指導したカウンターパートが離職することで、別のカウンターパートに再度技術

移転を行う必要が生じたという点で、プロジェクトの進捗に一定の影響があった。 
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第４章 結論と提言

結論 

5 項目毎の結論は以下の通りである。 

視点 評価結果 
1. 妥当性 妥当性は非常に高い。プロジェクト目標は国家開発計画とテヘラン市の

防災管理計画に沿っている。地震リスクの高いテヘラン市の地域は、都

市化が急速に進んでおり、地震災害のリスク軽減の重要性は高まってい

る。また、日本は地震災害の多さからイランに提供できる経験があり、

長年にわたる両国における同分野における協力の経験からも、日本が支

援することに優位性がある。 
2. 有効性 プロジェクトの有効性は高い。緊急道路ネットワークは実施のための体

制・環境作りも含めて進められており、テヘラン市のコミュニティ防災

の総合計画が策定され、参加意欲を高める工夫がされた研修プログラム

が作成された。地震速報は技術的に運用が可能となっているが、早期警

報はプロジェクト期間末まで試行できない可能性がある。  
3. 効率性 プロジェクトの効率性は高い。これまでに双方の努力により、活動の多

くが９割以上の達成状況にある。しかし、経済制裁や防災博物館の建設

予定地の変更などの要因により、一部の成果・活動の進捗の遅れや期待

される成果の範囲・内容に見直しが生じた。 
4. インパクト インパクトの見込みは非常に高い。緊急道路ネットワークの策定や早期

警報システムの導入などの成果は、政府の方針や制度作りに貢献する可

能性がある。コミュニティ防災の研修プログラムは他の自治体にも普及

する可能性があり、テヘラン市内の小学校などの防災教育の一部として

導入する準備も進められている。そうしたインパクト発現のためにさら

に他機関や上位機関に働き掛けることが重要である。 
5. 持続性 持続性の見込みは高い。プロジェクトで作成した計画文書は、テヘラン

市など関連機関により承認される見込みであり、今後予算化を含めた計

画実施を促進する必要がある。組織面、人材面での持続性は高い。 

提言 

評価結果に基づき、合同評価チームは、以下の通り、提言を行った。 

1. プロジェクト成果の取りまとめ 
TDMMO は専門家の協力を得て、これまでのプロジェクト成果と、そのプロセスを示した文書

を作成し、他の関連機関と共有するよう努めること。 

2. 成果 3の進捗モニタリング 
プロジェクト期間中に成果 3 の活動を完了するため、TDMMO のマネジメントと専門家チーム

がともに進捗状況をモニタリングすること。 

3. 計画文書の承認 
TDMMO は、3-5 で示した計画文書の承認手続きが各機関で確実に進むよう努めること。また、

計画が実施されるよう各機関に働き掛けることを提案する。道路分野では、TDMMO の緊急対応
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部が、TDMH の交通運輸・都市サービスに関するワーキンググループに働き掛ける必要があるた

め、同部で担当者を任命し、計画文書の承認手続きと計画文書が避難訓練や図上訓練に活用され

るよう働き掛けることを提案する。 

4. プロジェクト成果の普及 
TDMMO は SPAC、NDMO、赤新月社、BHRC、UNDP などのパートナー機関と密に連絡を取り、

プロジェクトの成果が、全国レベルの基準やスタンダードとなるよう働きかけることを提案する。  

5. TDMMP の改訂 
TDMMO は緊急道路ネットワーク、防災教育、早期警報システムなど本プロジェクトの成果を

TDMMP に反映し、テヘラン市や NDMO と連携しながら、改訂作業を主導的に進めるよう提案す

る。 

6. TDMMO 職員間の技術・知識共有 
プロジェクト終了後も移転技術やノウハウが TDMMO 内で維持されるよう、職員間の技術・知

識の共有に努めることを提案する。TDMMO は契約ベースの職員が多く離職率が比較的高いため、

そうした配慮が重要である。 

7. 緊急道路ネットワークの広報 
TDMMO は、プロジェクトで作成した緊急道路ネットワークのルート・地図を関係機関と一般

向けに広く普及することを提案する。 

8. 教育省との連携 
モデル校の指定を拡大するとともに、テヘラン市内の全ての小学校で防災教育プログラムが実

施できるよう TDMMO は引き続き教育省と連携を強化することを提案する。 

9. 早期警報システムの確立に向けた体制作り 
早期警報システムの運用のための部署を設置するとともに、システム全体を長期的な視点で管

理できるマネージャーを任命することを提案する。また、テヘラン地震計ネットワークと連携を

図り、ネットワークの拡大を図ることが望まれる。さらに、震度速報に基づき、迅速に対応でき

る体制作りを進めることを提案する。 
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